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文書回答手続は、納税者サービスの一環として、具体的な取引等に係る税法の適用等に関して、

文書による回答を求める納税者からの申告期限前の照会 (以下「事前照会」という。)に対して、

一定の要件の下、回答を文書で行 うとともに、その内容を公表することにより、他の納税者に対し

ても税法の適用等に関する予測可能性を与えることを目的として実施している。

今回、納税者の予測可能性の一層の向上の観点から、同業者団体等からの文書による回答を求め

る照会に関する事務処理手続等を別案のとおり定め、各国税局長及び沖縄国税事務所長あてに事務

運営指針を発遣することとしたい (概要については、次ページのとおり)。

(注)なお、本文中で引用している平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか8課共同「事前照会に

対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)については、本事務運営指針の

制定と併せて一部改正中であり、本事務運営指針の発遣と同時に改正することを予定している。
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同業者団体等からの照会に対する文書回答手続案の概要

コ 基本的な考え方
(1)平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続

等について」 (事務運営指針)(以下「個別文書回答に係る事務運営指針」という。)に基づく

文書回答手続は、納税者サービスの一環として、具体的な取引等に係る税法の適用等に関して、

文書による回答を求める納税者からの申告期限前の照会 (以下「事前照会」という。)に対し

て、一定の要件の下、回答を文書で行うとともに、その内容を公表することにより、他の納税

者に対しても税法の適用等に関する予測可能性を与えることを目的として実施している。

(2)今回、個別文書回答に係る事務運営指針の一部改正により、文書回答に係る照会者について

は、自ら実際に取引等を行う者 (その代理人を含む)に限定することとしている。

ただし、照会者が自ら取引等を行わない場合であっても、業界内に共通する取引等で事実認

定を要しないものに関する税務上の一般的取扱いについて、業界団体や中央省庁が照会を行う

場合に限り、国税当局としての一般的な見解を文書により示すための手続を新たに別途の事務

運営指針 (以下「本件事務運営指針」という。)で定めることとする。

2 本件事務運営指針と個別文書回答に係る事務運営指針との主な相違点等
(1)特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種 。業態に共通する取引等に係る

照会で、当該業種・業態の多数の納税者から照会されることが予想されるものであることを要

件とする。

(注)特定の事業者の個別の取引等に係るものについては、個別文書回答に係る事務運営指針

に基づき処理する。

(2)形式要件を充足していることに加え、税務上の取扱いに関する予測可能性の向上の観点等か

らみて有用である等、税務当局が適当と考える場合に限り文書回答を行う。

(3)照会の受付、内容の具体的審査及び回答については、庁 (審理室)又は局 (審理課 (官 )、

酒税課)とする。

四 照会 。回答の内容は速やかに公表することとし、照会者の申出による公表時期の延期措置は
設けない。

3 留意事項
(1)文書回答の回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前提にした一般的な回答であり、

個々の納税者が行う具体的な取引等に適用する場合においては、改めて当該取引等に係る具体

的な事実関係等を審査した上で判断する。なお、こうした文書回答の性質については各々の回

答文書に明記することとする。

(2)本件事務運営指針による取扱いは、所得税の確定申告期限後の平成 16年 3月 29日 より実施

する。
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平成 16年 2月 17日

国 税 局 長

沖 縄 国税 事務 所 長

国 税 庁 長 官

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針 )

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成16年 3月 29日 以降は、これにより適切

に実施されたい。

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として_国税 (関税、と

ん税及び特別とん税を除く。以下同じ。)に関する法令の適用等に関する同業者団体等からの事

実認定を要しない一般的な照会のうち、一定の要件を満たすものに対する一般的な回答を文書に

より行い、その内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても、

国税に関する法令の適用等について予測可能性を与えることを目的として実施するものである。

今般、平成14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理

手続等について」 (事務運営指針)を一部改正することに伴い、併せて同業者団体等からの文

書回答を求める照会 (以下「照会」という。)に対する事務処理手続等 (以下「本手続」とい

う。)を定めたものである。

殿
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1 文書回答の対象となる照会の範囲
同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件のすべてを満た

すものであって、平成14年 6月 28日 付課審 1-14はか 8課共同「事前照会に対する文書回

答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)によらず、本手続によリー般的に回答を

行 うことが、多数の納税者の国税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の

観点から適切と認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文書に

より行 うこととする。

ただし、それぞれの趣旨 。目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定められて

いるものについては、当該事務運営指針等によることに留意する。

(注 )

1 この事務運営指針において、「同業者団体等」とは、事業者としての共通の利益を増
進することを主たる目的とする、業種等を同じくする相当数の事業者の結合体又はその

連合体 (当該団体に連合会、中央会等の上部団体がある場合には、原則として、最も上

部の団体に限る。)及びこれを所管する国又は地方公共団体の行政機関をいう。

2 本手続による文書回答は、あくまで照会に係る事実関係を前提とした一般的な回答で
あるから、個々の納税者が行う具体的な取引等に適用する場合においては、改めて当該

取引等に係る具体的な事実関係等を審査した上で判断することになることに留意する。

(1)同業者団体の構成事業者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈 。適用その他の税務

上の取扱いに関する照会であること

(注)同業者団体が自ら行う取引等に係るものについては、平成 14年 6月 28日付課審 1-
14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指

針)により処理する。

(2)特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に共通する取引等に係

る照会で、当該業種・業態の多数の納税者から照会されることが予想されるものであること

(注)特定の事業者の個別の取引等に係るものについては、平成 14年 6月 28日 付課審 1-
14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指

針)により処理する。

(3)照会を行う同業者団体等 (以下「照会者」という。)が、照会の申出の際に、後記 3(1)

から(9)までに記載の資料を提出するとともに、照会内容の審査の際に、審査に必要な追加

的な資料の提出に応じること

四 照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取引等関係者の了解
を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間で紛争が起こった場合には、照会者

の責任において処理することについて、照会者が同意していること

(5)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免許又は酒類行政に

関係する照会でないこと

∩
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(6)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去に公表された質疑

事例等において明らかになっているものに係る照会でないこと

17)事実関係の認定が伴う照会でないこと

(8)以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものであること

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
口 照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれがあるもの
ハ 照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申立て中 。税務訴訟中で
ある等、税務上の紛争等が生じているもの

二 照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争のおそれが極めて高い
もの

ホ 通常の経済取引としては不合理と認められるもの
へ 税の軽減を主要な目的とするもの
ト ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
チ 上記イから卜までのほか、本手続による文書回答が適切でないと認められるもの
(例示)

⑪ 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法令の適用等につい
ての予測可能性を与えるという本来の目的に反する形で利用されるおそれがある場合

② 照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定されるべき事項が未解
決である場合

③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が困難である場合

2 事務処理体制の概要

照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次のとおりとする。

(1)照会文書の受付窓ロ

照会は、原則として、照会者の主たる事務所の所在地の所轄国税局 (沖縄国税事務所を

含む。以下「局」という。)の審理課 (審理課が設置されていない局にあっては審理官、

沖縄国税事務所にあつては課税総括課をいう。以下同じ。)において受け付ける。

ただし、次に掲げる照会は、それぞれ次に定める国税庁 (以下「庁」という。)又は局

の部署において受け付ける。

イ 酒税の照会
局の酒税課 (沖縄国税事務所にあっては間税課をいう。以下同じ。 )

口 間接諸税 (印紙税を除く。)の照会
局の消費税課 .(沖縄国税事務所にあつては間税課をいう。以下同じ。)

ハ 国の行政機関 (地方支分部局を除く。)からの照会 (2(1)イ 及び口を除く。)
庁の審理室

(2)局における審査事務の体制

局の部署で受け付けた照会は、局の審理課で審査を担当するが、この場合、局の課税総

括課、個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び調査管理課 (関
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東信越、東京、名古屋及び大阪国税局にあっては調査審理課、沖縄国税事務所にあつては

調査課をいう。以下同じ。)(以下「局関係主務課等」という。)と必要に応じて協議を
行 うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、 2(2)の照会のうち重要な先例となるような事案については庁 (審理室又は酒税

課)へ上申するほか、当該事案のうち庁において審査すべきと判断されるものについては

庁へ進達する。

(注 )

1 重要な先例となる事案とは、例えば、新たに創設された税制に関連した取引等に関
する照会で、その取扱いが明らかにされていないもの等、局における判断が困難と認

められるものをメう。

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に波及し、解釈や取扱
いを統一する必要のあるものをいう。

四 庁における審査事務の体制

局から庁に対して進達があった照会及び庁の部署で受け付けた照会は、原則として庁の

審理室が審査を担当するが、この場合、庁の課税総括課、個人課税課、資産課税課、資産

評価企画官、法人課税課、消費税室及び調査課 (以下「庁関係主務課等」という。)と必

要に応じて協議を行 うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、庁の酒税課において行う。

3 照会時の対応及び提出書類等

国税に関する法令の適用等に関して、照会者から文書による回答を求める照会があった場

合には、庁又は局の審理室 (課)又は酒税課の文書回答担当者 (照会文書に係る審査事務及

び文書回答事務を担当する者をいう。以下同じ。)は、照会者に対して、本手続の趣旨・要

件等を適切に説明するとともに、次の(1)から(7)ま での事項を記載した書面並びに(8)及び(9)の

書類 (「次の事項を記載した書面」については別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係す

る参考資料を含めて「照会文書」という。)の提出を求めることとする。

(注)照会者の主たる事務所の所在地の所轄局以外の局又は税務署 (以下「所轄外部署」と

いう。)に対して照会があった場合には、照会者に対して、照会の窓口は 2(1)に定める

部署である旨説明するとともに、照会があった旨等を同部署に対して速やかに連絡する。

(1)

(2)

(3)

法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する照会者の求める見解の内容

取引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

3(2)の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる照会者の求める見解と

なることの理由 (具体的な根拠となる事例、裁判例、学説及び既に公表されている弁護

士、税理士、公認会計士等の見解を含む。)

関係する法令条項等(4)
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(5)審査に必要な資料の提出に照会者が同意する旨

(6)照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取引等関係者の了

解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間で紛争が起こった場合には、照

会者の責任において処理することについて、照会者が同意する旨

(7)照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含まれている場合には、

文書回答担当者の求めに応じて、照会文書に加え、その内容を網羅的に日本語に翻訳した

資料 (当該翻訳の責任者名の記述を含む。)を提出することに照会者が同意する旨

(8)照会に係る取引等に関するすべての関係書類

(9)「チェックシー ト (同業者団体等照会用)」 (別紙 1-4の様式参照)

4 局における審査事務等

(1)受理時の形式審査事務及び補正要求事務

文書回答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別紙 2の様式参照)に

より、当該照会文書に 3(1)から(7)ま での事項の記載があること並びに(8)及び(9)の書類の提

出があることを確認し、その記載事項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足し

ているときには、照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等を速やかに求める。

(注)照会者の所轄外部署に照会文書の提出があった場合には、所轄外部署から所轄局ヘ

当該照会文書を速やかに移送し、所轄局において処理するとともに、移送を行った旨

を照会者に対して伝える。

(2)実質審査事務
イ 文書回答に当たっての実質審査は、当該照会に係る税目を担当している文書回答担当者
が行うが、複数税目にかかわる事案については、事案ごとに起案担当者を定めた上で、該

当税目の担当者による合議体において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成12年 6月 5日付課評 1-5ほか
2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定めのない財産の評価》及び第 6項

《この通達の定めにより難い場合の評価》の運用について」 (事務運営指針)において

局資産評価官に連絡するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運

営指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処理方針等について

協議する。

口 局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)の専担者が配置され
ていない局における消費税等に関する照会については、原則として所得税又は法人税の

担当者が事案を担当することとなるが、審査等に当たっては、局の消費税課との連絡・

協調を密にして、次により行うこととする。

(イ )消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の消費税課と密接

な協議を行う。

(口 )印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成13年 6月 26日付課消4-17

ほか 4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域運営について」 (事務運営指針)の

「
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定めるところにより、東京局又は大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課

と共同して実質審査等を行う。

ハ 留意事項
文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行うのであるから、実質審

査に当たっては、当該照会文書上明らかにされた事実関係のみでは判断が困難となるよう

な場合には、文書回答担当者は、照会者に対して書面等の方法による補足資料の提出を求

めることとする。その際、事実関係の認定が伴う照会であると判断される場合は、回答の

対象とはならないことに留意する。また、照会者以外の取引等関係者への照会等は行わな

いこととする。

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行 う照会の事績整理票 (同業者団体等用)」

(別紙 3の様式参照)に記載する。

(3)取下書処理事務

照会者から、前提となる事実関係の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申

出があった場合には、文書回答担当者は、取下書 (任意様式)の提出を求める。文書回答

担当者は、取下書を受理した場合には、その処理のてん末を記録し、当該取下書に係る照

会文書とともに、日付順又は項目別に編てつし、照会関係書類として保存する。

0 庁への上申又は進達
重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるものについては、局は、

庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付して庁へ上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、庁において審査すべ

きと判断されるものについては、速やかに庁の審理室又は酒税課へ進達することとする。

(注)庁への上申又は進達後に、照会者から局に対して取下書の提出があった場合には、

庁に対し、取下書の写し (進達の場合は原本)を速やかに回付する。

5 回答及び公表

(1)回答

実質審査を了した場合には、庁関係主務課等又は局関係主務課等にあらかじめ処理案

を回付し、必要に応 じ協議した上で、庁関係主務課等又は局関係主務課等との合議によ

り決裁を了した後、その審査結果に応じて、それぞれ次により処理する。

なお、文書回答は、庁において受け付けた照会及び局から庁へ進達のあった照会につ

いては、庁の審理室長名又は酒税課長名 (事案の内容に応じて庁の課税部長名)、 それ

以外のものについては、局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあつては審理

官名、沖縄国税事務所にあつては課税総括課長名)又は酒税課長名 (沖縄国税事務所に

あっては、間税課長名)で行うこととする。

(注)照会に対する文書回答は、審査の結果、当該取引等に係る税務上の取扱い等が他の

手段によつて明らかにされておらず、多数の納税者の予測可能性の向上の観点から、

文書回答を行うことにより明らかにすることが相当と考えられる場合について行うも

のであることに留意する。
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イ 文書回答を行う場合
審査の結果、文書回答を行うことが適当と考えられる場合には、次の区分に応じて、

それぞれ処理する。

(イ )照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められる場合
「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様式参照)を作成し、

照会者に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前提とした一般的

なものであり、個別具体的な取引等に適用する場合においては、回答内容と異なる課

税関係が生ずることがある」旨及び「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であ

り、照会者の構成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載する。

(口 )照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められない場合

照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載した「貴見のとおり取

り扱われるとは限らない」旨を回答する文書 (別紙 5の様式参照)を作成し、照会者

に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であり、照会者の構

成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載する。

口 文書回答を行わない場合
照会文書に係る照会が文書回答の対象とならない照会に該当する場合や、審査中に

文書回答の要件を満たさなくなった等の理由により、照会者に対して文書回答を行わ

ない場合は、その理由を記載した「文書回答を行わない旨のお知らせ」 (別紙 6の様

式参照)を作成し、照会者に対して送付する。

(2)公表

イ 5(1)のイに係る照会文書及び回答文書のうち同様の取引等を行 う他の多数の納税者

に対しても国税に関する法令の適用等について予測可能性を与えることとなる部分に

ついては、速やかに公表することとする。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び回答の内容を項目別に掲載して
行 うほか、各局又は庁の閲覧窓口において閲覧に供する。

ハ 照会者等の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の公開に関する法律に定
める不開示情報に該当すると考えられる部分や国税に関する法令上の守秘義務に抵触す

ると考えられる部分については、当該部分を伏せて公表することに留意する。

6 関係部署への連絡等
(1)回答内容の連絡等

文書回答担当者は、当該照会文書に係る庁関係主務課等又は局関係主務課等に対して回

答文書の写しを回付するなど、その処理結果を連絡する。また、すべての処理が終了した

場合には、一切の関係書類を日付順又は項目別に編てつし、照会関係書類として保存する。

(2)庁審理室等への連絡等

「

ヽ



局の文書回答担当者は、事後の事務処理の統一性を確保するために、「文書回答等を行

う照会の事績整理票 (同業者団体等用)」 (別紙 3の様式参照)を活用し、その処理事績

を庁の審理室及び他局の文書回答担当者に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受け

た庁又は局の文書回答担当者は、当該処理事績の内容に応じ、関係部署の職員に周知を図

ることとする。
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別紙 1

取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)

受付印

平成  年 月 日

国 税 局

審理課長 (審理官)

酒 税 課 長
殿

照

者

②
所 在   地

T

③ (フ リガナ )

団 体 の 名 称

( )

電話
番号

④

代
表
者
等

(フ リガナ)
代表者の氏名

( )

◎

(フ リガナ)
担当者の氏名

( )

電話
番号

⑤
代

理

人

住所・居所

(フ リガナ)
氏    名

( )

①

電話
番号

⑥ 同意事項等
次の取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他税務上の取扱い等について、次の「照会の趣旨」のと

おりの見解で差し支えないかどうか文書による回答を受けたいので照会します。
なお、この照会に関して、添付した資料のほかに、審査のために必要な資料や、日本語以外の言語で記述され
ている資料について日本語翻訳文の提出を求められた場合には、その提出に応じます。
また、照会者は、他の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与えるため、照会者名、照会内容

及び回答内容が一般に公表されること、公表に関して取引等の関係者の了解を得ること、並びに仮に関係者間で

紛争が起こった場合には照会者の責任において処理することに同意します。

⑦ 照会の趣旨 (法令解釈・適用上の
疑義の要約及び照会者の求める見
解の内容)

男lJ紙 1-1の とおり

③ 照会に係る取引等の事実関係 (取
引等関係者の名称、取引等における
権利・義務関係等)

別紙 1-2の とおり

⑨ ③の事実関係に対して照会者の
求める見解となることの理由

別紙 1-3の とおり

⑩ 関係する法令条項等

⑪ 添付書類

1 代理人による照会の場合は、その委任状
2 チェックシー ト (別紙 1-4)
3 照会の趣旨及びその理由等の照会事項に関係する参考資料
′
|

|

ヒ 〕
(注意事項)

1 照会の内容等によつては、資料を提出していただいても本手続による文書回答がなされない場合があります。

特に、個別の事業者の取引等に係る照会については、取引等を行う当事者が別の手続で照会を行う必要があること

にご留意ください。

2 本手続による回答は、照会に係る事実関係を前提とした一般的な回答であり、個々の具体的な取引等に適用す

る場合には、改めて当該取引等に係る具体的な事実関係等に則 して判断することになります。

3 1提出された資料につきましては返却いたしませんので、ご留意ください。

∩
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別紙 1-1

⑦ 照会の趣旨 (法令解釈・適用上の疑義の要約及び照会者の求める見解の内容)

″
~ヽ
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別紙 1-2

・て
ヽ

③ 照会に係る取引等の事実関係 (取引等関係者の名称、取引等における権利・義務関係等)
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別紙 1-3

⑨ ⑧の事実関係に対して照会者の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、裁判例、学説及び既に
公表されている弁護士、税理士、公認会計士等の見解を含む。)

/  、
ヽ～ノ



提出先及び提出部数

照会に対する回答を文書により求めようとする方 (以下「照会者」といいます。)は、この用紙 (添付書類を含む。)

に必要事項を記載の上、照会者の主たる事務所の所在地の所轄国税局の審理課 (官)に 1部提出してください。

ただし、次の照会については、それぞれ次に掲げる担当部署に提出してください。

・酒税の照会

。 所轄国税局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課)
・間接諸税 (印紙税を除く。)の照会
● 所轄国税局の消費税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課)

2「②所在地」
照会者の主たる事務所の所在地を記載してください。

3『③ 団体の名称」及び「④代表者等」
③欄に照会者である団体の名称及び連絡先の電話番号を、④欄に代表者氏名を記載し、代表者の印を押してくださ

い。また、担当者の氏名及び連絡先の電話番号を記載してください。

4 「⑤ 代理人」
税理士等の代理人を選任している場合には、その方の住所又は居所及び氏名を記載し、押印してください。

5 「⑥ 同意事項等」
審査に必要な追加資料の提出や、照会内容・回答内容等の公表に関する同意事項をよくご確認ください。

「⑦照会の趣旨」

取引等に係る税務上の取扱い等に関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記載するとともに、その疑義に対する

照会者の求める見解の内容を必ず記載してください。

また、この欄に書ききれない場合は、適宜、用紙を追加してその内容を記載し、添付してください (記載事項③及

び⑨についても、同様です。)。

「③照会に係る取引等の事実関係」

照会事項に関係する当事者の名称、取引等における権利・義務関係など、課税関係を判断する上で必要と考えられ

る事実関係を、できる限り具体的に記載してください。

8「⑨ ③の事実関係に対して照会者の求める見解となることの理由」
③の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる照会者の求める見解となることの理由を、根拠となる

事例、裁判例、学説、及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等の見解の引用も含めて、具体的、かつ、

明確に記載してください。

9「⑩ 関係する法令条項等」
⑨の見解となることの理由に関係する法令及び法令解釈通達等の条項等を記載してください。

10「① 添付書類」

照会の趣旨及びその理由等の照会事項を説明するに当たり、関係する必要な資料を添付し、その資料の名称を( )

内に簡単に記載してください。
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「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)」 の記載要領



11 その他留意事項

(1)チェックシー トの記載等

文書による回答の対象は、チェックシー ト記載の一定の要件を満たした上で、多数の納税者の国税に関する法

令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から、回答することが適切であると回答者が判断した照会であ

ることが必要です。したがって、照会の内容等によっては、文書による回答の対象とはならないものがあります

ので、ご注意ください (詳 しくは、国税局等の窓口でご相談ください。)。

{2)公表等

本件照会及び回答文書の内容については、多数の納税者に係る国税に関する法令についての予測可能性の向上

等の観点から、速やかに公表することとしています。事前照会に対するの文書回答手続のような公表の延期手続

はありませんので、ご注意ください。
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別紙 1-4

チ  ェ ッ ク シ ト

(同業者団体等照会用 )

このチェックシートは、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)」 を提出す

るに当たって、照会の内容等が文書による回答の対象であるかどうかを確認していただくための「一般

的な事項」をまとめたものです。

確認が終わりましたら、照会文書と併せて提出してください。

項 日 チェック欄

(1)照会者の構成事業者が行う取引等に係る照会である。 はい 。いいえ

(2)国税 (関税、とん税及び特別とん税を除く。以下同じ。)に関する法令の解釈 。

適用その他税務上の取扱いに関する照会である。
はい 。いいえ

(3)特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に共通する

取引等に係る照会で、多数の納税者から照会されることが予想されるものである。
はい 。いいえ

に)照会の申出の際に、審査に必要な資料を提出している。 はい 。いいえ

(5)照会内容の審査に必要な追加的な資料や翻訳文の提出に同意する。 はい 。いいえ

(6)照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることに同意する。 はい・いいえ

(7}照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることについて、取引等の関係者

の了解を得ること、並びに仮に関係者間で紛争が起こった場合には、照会者の責

任において処理することに同意する。

はい 。いいえ

(8)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免許又は酒

類行政に関係する照会ではない。
はい 。いいえ

(9)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去に公表さ

れた質疑事例等において明らかになっていない。
はい 。いいえ

回 事実関係の認定が伴う照会ではない。 はい 。いいえ

[1 照会に係る取引等は、法令等に抵触しない又は抵触のおそれがないものである。 はい 。いいえ

[0 照会に係る取引等について、関係者間等で紛争中ではない又は紛争のおそれが

ない。
はい 。いいえ

[]照会に係る取引等は、税の軽減を図ることを主要な目的として行われるもので
はない。

はい 。いいえ

同 一連の組み合わされた取引等の一部のみの照会ではない。 はい 。いいえ

(注)このチェックシートのすべての項目に該当する場合であっても、審査の結果、文書による回答が

なされない場合もあります (詳細につきましては、国税局等の窓口でご相談ください。)。

照会者

所 在 地

団体等の名称

及び代表者名
印
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/^ヽ



別紙 2

形式審査表 (同業者団体等用)

整 理 番 号

照会者
の名称

局担当者
局 課 作成年月日

審 査 事 項 確  認 補 正 状 況

記

載

事

項

照会者の所在地 。名称の記載がある 適・不適

2 押印漏れはない 適・不適

代理人の委任状等の書類はある 適・不適

4 照会の趣旨は明らかである 適・不適

取引等の事実関係は明らかである 適・不適

求める見解の理由は明らかである 適・不適

提出資料の漏れはない 適・不適

要

件

事

項

他の事務運営指針等により、別途処理手
続が定められているものではない

道・不適

照会者の構成事業者が行 う取引等であ
る

適・不適

10
同様の業種・業態に共通する取引等で、
多数の納税者からの照会が予想される
ものである

適・不適

11 調査等の手続に関係するものではない 適・不適

既に取扱い等が明らかにされているも
のではない

適・不適

13 事実関係の認定が伴うものではない 道・不適

14
事務運営指針 1(8)に規定する要件を満
たしている

適・不適

簡

易

補

正

求 め た
方   法

求 め た
年 月 日

求 め た 事 項 担 当 者

面接・電話・文書

面接・電話・文書

面接・電話・文書

そ
の

他
連
絡
事
項
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[形式審査表 (同業者団体等用)の記載要領]

この形式審査表は、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)」 (以下「照会文書」という。)

を受理した庁又は局の文書回答担当者が形式審査事務及び補正要求事務を行う際に使用する。

1

2 「記載事項」については照会文書の各記載事項について確認をした結果、「適」若しくは「不適」のいずれかを○で囲む。

4「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載されているかどうかを確認した結果、「適」又は
「不適」のいずれかをOで囲む。

(1}「 8」欄……個別取引等に係る事前照会に対する文書回答等、別途事務運営指針等により、別途処理手続が定め

られているものではないこと。

② 「9」欄……照会者の構成事業者が行う取引等に係る照会であること。
(3)「 10」欄……特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に共通する取引等で、当該業種・

業態の多数の納税者から照会されることが予想されるものであること。

(4)「 11」欄……調査等の手続、徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免許に関係する照会でないこと。

(5)「 12」欄……取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去の公表された質疑事例等にお

いて明らかになつているものに係る照会でないこと。

(6}「 13」欄……事実関係の認定が伴うものでないこと。

(7)「 14」欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
口 照会に係る取引等が、法令等に抵触又は抵触するおそれがあるもの
ハ 照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申立て中。税務訴訟中であるか、関係者間

において紛争中又は紛争のおそれが極めて高いもの

二 通常の経済取引としては不合理と認められるもの

ホ 税の軽減を主要な目的とするもの
ヘ ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

卜上記のほか、本手続による回答が適切でないと認められるもの (例示)

① 文書回答が、:税法の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反する形で利用される

おそれがある場合

② 他の法令等により決定されるべき前提となる事項が未解決である場合

③ 法令の改正過程にある問題であり、現状における回答が困難である場合

5『簡易補正」欄には、上記 3の記載事項の補正以外に必要に応じて照会者に補正等を求めた場合に、その事項を記載
する。

6「その他連絡事項」欄には、局の文書回答担当者が庁の文書回答担当者に連絡すべき事項 (例えば、文書回答を行わ
ないことが適切であると思われる照会で、日頭による回答が可能な照会に対して、日頭による国答を行つているなど

の事項)があれば、適宜記載する。

0

3「記載事項」の「補正状況」欄には、照会文書の各記載事項について補正がされた場合におけるその状況を、例えば、
「〇年○月○日文書訂正」又は「〇年○月0日補正書提出」のように記載する。

ヽ_ノ



別紙 3

文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業者団体等用)

決
裁

合
議

欄

課   名 課 長

審理課 (審理官)

課

整理番号 課

局 名
担当者

関
係
課

担
当
者

照

会

者

(照会者名)

(担当者名 )

照会年月 日

審査開始日

【照会事項】

【事実関係】

【照会要旨】

【回答要旨等】

処理年月 日 処理態様 文書回答・非文書回答 (口頭回答=有・無)

ヽ
―
ノ
″
＜
ヽ

O

|

| |



【検討内容】
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ヽ
ノ
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別紙4(同業者団体等用)

(文

平成

書  番  号)
年  月  日

〒□□□―□□□□

(所在地)

(名称)

国税局

審理瞑長_③

について

(平 付照会に対する回答)

(文案の例示)

標題のことについては、ご照会に係る事実関係を前提とする限り、貴見のとおりで差し支えありま

せん。

ただし、次のことを申し添えます。

(1)こ の文書回答は、ご照会に係る事実関係を前提とした一般的な回答ですので、個々の納税者が

行う具体的な取引等に適用する場合においては、この回答内容と異なる課税関係が生ずることが

あります。
/  、

tノ   例 この回答内容は   国税局としての見解であり、照会者の構成事業者等の申告内容等を拘束

するものではありません。

⊂｀



別紙5(同業者団体等用)

(文

平成

書  番  号)
年  月  日

0

O

〒□□□―□□□□

(所在地)

(名称)

_国 税局

審理課長        ①

について

(平 付照会に対する回答)

(文案の例示)

標題のことについては、下記の理由から、貴見のとおり取り扱われるとは限りません。

なお、この回答内容は   国税局としての見解であり、照会者の構成事業者等の申告内容等を拘

束するものではないことを申し添えます。

記

(理由)



/~ヽ
( }

別紙 6(同業者団体等用)

(文 書 番 号)

平成  年  月  日

〒□□□一□□□□

(所在地)

(名称 )

国税局

審理課長 ③

文書回答を行わない旨のお知らせ (通知)

(文案の例示)

同業者団体等からの照会に対する文書回答は、照会者に文書回答を行うとともに、その内容を公表

することにより、同様の業種・業態に共通する取引等を行う他の多数の納税者に対しても国税に関す

る法令の適用等について予測可能性を与えるものとして、一定の要件に該当し、かつ、回答を行うこ

とが適切と認められる照会を対象として行うこととしています。

しかしながら、平成  年  月  日に収受しました照会内容は、下記の理由から、文書回答を
行いませんので、お知らせします。

記

(理由)

′  ヽ
V



存

否

不

明

部

分

開

示

(不開示部分)不

開

示

(不開示の根投りに対 1号 '2号 (イ・口),3号,4号・5号,6号 (本文・イ・ロツヽ・二,ホ)

(理由)

(不開示の場合の将来的判断)

:中 :  1 :/」  ヽ:5 6(文書創010年(保存期間)

(行政文書ファイル名)法 令勇研鮎邑〕童およ疇 営指針並びにその関係書類

ヽ
‐
ノ

(注)開示請求があった場合には、改めて法定の不開示情報の有無を確認の上、開示等の決定を行うもの
とする。

[不開示情報]情報公開法第 5条
1号 個人に関する情報 (事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く)であって、当該情報に含まれる
氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を謝男llすることができるもの(他の情報と照合する

ことにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む)又は特定の個人を識別する

ことはできないが、公にすることにより、なお個人の権碁IJ禾」益を害するおそれがあるもの。ただし、

次に掲げる情報を除く。

イ 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報
口 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報
ハ 当該個人が公務員である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、
当該情報のうち、当該公務員の職及中 の内容に係る部分

2号 法人その他の団体 (国及び地方公共団体を除く。以下 l法人等1という)に関する情報又は事業を営む
個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又1灘材産を

保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する
おそれがあるもの

口 行政機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任:意に提供されたものであつて、法人等又は個
人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付すことが当該情報の

性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの

3号 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれ

るおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政1幾関の長が認めるこ

とにつき相当の理由がある情報
4号 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報

5号 国の機関及び地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、
公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当

に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそ

れがあるもの

6号 国の機関又は地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に

掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるもの

イ 監査、検査、取締り又は:調験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は
'套

法若

しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ
口 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国又は地方公共団体の財産上の利益又は当事者としての地
位を不当に害するおそれ
ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ
二 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ
ホ 国又は地方公共団体が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそ
れ

査:塞1透!ビ:ミ!輩:重:とコ:二:ニュ:生乞 三こ =‐iL

(υ

曾

・つ

大



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 つ
号

て編

番

願轟苺=鼠 5

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月絆 日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、c聾)

決裁 摯!8.5,29
摘

要
個 a tt a法 a tt a酒 a

調 a tt a

照合

記号

番号

課審 1-夕 課総 2-よ
課個 1-20課 資 1-′′
課法 1-じ′課酒 1‐燿

課評1-7課 消1-20
査調 1-/ノ

発送

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係
議

起案者

声
理総括係長

電話番号
■■■■番

主
管
書ふ
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

瘍 鸞 了

ノヽ
ロ

議

部

課

室

審理 1係長

. ・ |● 、

111r●

審理 2係長

審理 3係長

審理 4係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

浄書

⌒
W

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

PTチ ‐―フ



様式第 15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

″
ⅢⅢ`
:

:  ,

起案 平成 18年 5月  日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、c置)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a法 a tt att a

尋場aヱ墜.a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示 副‖ イ11い

( )

完結

件 名
「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務 所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

‐
ヽ

電話番号

■■■■番

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

′ヽ

議

部

課

室

課税総括課長   課長補佐

係長課税企画官

鰊
(関係各課 (室)は別途決裁 )

①



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、c塁)
浄書

決裁

摘

要
個 a資 a法 a ttatt a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
誘ミ消 1-

発送

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名
「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務所 長

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

■諏炸

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官。企画専門官

ハ

議

部

課

室

個人課税課長   課長補佐

鯰
係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

①

発信者名 国 税 庁 長 官



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 つ
号

て編

番

審 理 室 決 裁 文 書

平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、c聾)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a tta tt a酒 a

調 a tt a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示 ヨ||

(

伺 い
ヽ
ノ

完結

件 名
「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務 所長
発信者名

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

=晒
留隧

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

ノヽ

議

部

課

室

資産課税課長 課長補佐

係長

(関係各課 (室)は別途決裁)

蜀 鸞

起案

′く .‐
｀
、

V

国 税 庁 長 官

⌒

∪



様式第15号 (起案用紙 ) 保存期間 :10年 (最終改正後 )

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、C璽)
浄書

決裁
)》… い.ふま

個 a tt a tta tt a酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

」電詭

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

ノヽ

議

部

課

室

法人課税課長   課長補佐

:ィ

::|IIIlilllll'、

■場ブ
t´′

‐・・ t

係長

(関係各課 (室)は別途決裁)

.‐  4懸
11■.=||■  ‐ li謡 ド
・|||||  ‐|   ‐   _     ・

″
|::/

審 理 室 決 裁 文 書

|

|

|

摘

要

″■■` 、
V

.″
海
ヽ

リ



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

■■X

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合  議  部  課  室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、G整)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a法 a tt a酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長    官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

由訂百綺

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

/ヽ
ロ

議

部

課

室

酒税課長 課長補佐 4後秋

織奪や、
.

む` み

顆

(関係各課 (室)は別途決裁 )

|
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様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後 )

受

付

欄

長 官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、G置)
浄書

決裁

摘

要
個

調

a

a

資 a法 a tt a tt a

査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税事 務所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

電話番号
■■■■番

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

ノヽ
ロ

議

部

課

室

資産評価企画官  企画官補佐   広ゑオFlZ

係長

｀
|`||‐・

(関係各課 (室)は別途決裁 )

′くT｀ヽ
W

|

溝、  /■ヽW  Чレ
'

ガ論 、ヽ

ロ



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、建重)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a法 a tta酒 a

調 a tt a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税事務 所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

電話番号

■■■■■番

主
管
部
課
室

審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

合

議

部

課

室

係長

・
・ r‐

(関係各課 (室)は別途決裁 )

長  官

①

課 税 部 長

消費税室長   課長補佐   企画専撻賞
/111111111illiヽ

||、

罐ジ



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後 )

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、
`覆
置)

浄書

決裁

摘

要
個 a tta tt a tta tt a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、尋:|

(

伺い

)

完結

件 名

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の
一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官

審査評価係長 審理総括係長

1ヽ‐ 1.''

電話番号
■■■■■番

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

ハ

議

部

課

室

調査課長

ま::1111:|:|:|||::li111::‐ ニ
■`専 :デ

課長補佐 鷹:||:′ ||:i:|:|:|:li:|
lti:書j′

主査

係長 .―|■■1●

:|■●_=・ | |.

(関係各課 (室 ):ま別途決裁 )

編てつ

番 号

′́
=~｀
、

ヽ抵ノ

次   長 総務課長  課長補佐 
・
総務第一係長 起案者

綺  又
ヽ鰺ど   鬱` `

,イ鷺勒
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O

伺 い

文書回答手続は、納税者サービスの一環として、具体的な取引等に係る税法の適用等に関して、

文書による回答を求める納税者からの照会 (以下「事前照会」という。)に対して、一定の要件の

下、回答を文書で行 うとともに、その内容を公表することにより、他の納税者に対しても税法の適

用等に関する予測可能性を与えることを目的として実施している。

今回、この文書回答手続について、事務処理の適正化及び納税者利便の一層の向上の観点から、

照会文書が受付窓口に到達した日から原則 3か月以内に行 うよう努めることとし、所要の整備を行

い、現行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。

(注)なお、「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の一部改正について (事務

運営指針)については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定している。

じ〕



①

配

付

要

領

総 個 資 法 諸 酒 管 徴 調 査

a a a a a

O

課審 1-′
課総2-ど

課個 1-"
課資 1-′ノ

課法 1-。ノ

課酒 1-ご /

課評1-′
課消 1-2"
査調 1-′/

平成18年 5月ノ日

国 税 局 長

沖縄 国税 事 務 所長
殿

国 税

`ウ

ι7

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理

手続等について」の一部改正について (事務運営指針)

庁 長 官
る ,い リヽ

∪

標題のことについては、平成16年 2月 17日 付課審 1-3ほか 8課共同「同業者団体等からの

照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改

正したから、平成18年 7月 1日 以後に受け付けた事前照会に対する文書回答手続等については、

これにより適切に実施されたい。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答の事務処理の適正化及び納税者利便の一層の向上の観点から、所

要の整備を行うものである。

記

1 別添 1「新旧対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。
2 別添 2の別紙 3付表を追加する。

Ｆ
Ｉ

一　

一



(別添 1)

新 旧 対 照 表

(注)アンダーラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 正 月ll改

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 16年 3月 29日 以降

は、これにより適切に実施されたい。

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環とし

て、国税 (関税、とん税及び特別とん税を除く。以下同じ。)に関する法令の

適用等に関する同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のう

ち、一定の要件を満たすものに対する一般的な回答を文書により行い、その

内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対して

も、国税に関する法令の適用等について予測可能性を与えることを目的とし

て実施するものである。

今般、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する

文書回答の事務処理手続等について」(事務運営指針)を一部改正することに

伴い、併せて同業者団体等からの文書回答を求める照会 (以下
「照会」とい

う。)に対する事務処理手続等 (以下「本手続」という。)を定めたものであ

る。

記

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環とし

て、国税 (関税、とん税及び特別とん税を除く。以下同じ。)に関する法令の

適用等に関する同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のう

ち、一定の要件を満たすものに対する一般的な回答を文書により行い、その

内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対して

も、国税に関する法令の適用等について予測可能性を与えることを目的とし

て実施するものである。

今般、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する

文書回答の事務処理手続等について」(事務運営指針)を一部改正することに

伴い、併せて同業者団体等からの文書回答を求める照会 (以下「照会」とい

う。)に対する事務処理手続等 (以下「本手続」という。)を定めたものであ

る。

記

C rD

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 16年 3月 29日 以降

は、これにより適切に実施されたい。



文書回答の対象となる照会の範囲

同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件

のすべてを満たすものであつて、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8

課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」(事務運営

指針)によらず、本手続によリー般的に回答を行うことが、多数の納税者
の国税に関する法令の適用等についての予測可能

｀
性の向上等の観点から適

切と認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文

書により行うこととする。

ただし、それぞれの趣旨。目的に基づいて別途事務運営指針等により手

続が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留

意する。                             |
(注)                      |
1 この事務運営指針において、「同業者団体等」とは、事業者としての

|

共通の利益を増進することを主たる目的とする、業種等を同じくする

相当数の事業者の結合体又はその連合体 (当該団体に連合会、中央会 |

等の上部団体がある場合には、原則として、最も上部の団体に限る。)

及びこれを所管する国又は地方公共団体の行政機関をいう。

2 本手続による文書回答は、あくまで照会に係る事実関係を前提とし
た一般的な回答であるから、個々の納税者が行う具体的な取引等に適

用する場合においては、改めて当該取引等に係る具体的な事実関係等
・を審査した上で判断することになることに留意する。

(1)同業者団体の構成事業者が行う取引等に係る国税に関する法令の解

釈・適用その他の税務上の取扱いに関する照会であること

(注)同業者団体が自ら行う取引等に係るものについては、平成 14年 6

月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事

務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(2)特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に

共通する取引等に係る照会で、当該業種・業態の多数の納税者から照会

1 文書回答の対象となる照会の範囲
同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件

のすべてを満たすものであって、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか8

課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」(事務運営

指針)に よらず、本手続によリー般的に回答を行うことが、多数の納税者
の国税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適

切と認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文

書により行うこととする。

ただし、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手

続が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留

意する。

(注)

1 この事務運営指針において、「同業者団体等」とは、事業者としての
共通の利益を増進することを主たる目的とする、業種等を同じくする

相当数の事業者の結合体又はその連合体 (当該団体に連合会、中央会

等の上部団体がある場合には、原則として、最も上部の団体に限る。)

及びこれを所管する国又は地方公共団体の行政機関をいう。

2 本手続による文書回答は、あくまで照会に係る事実関係を前提とし
た一般的な回答であるから、個々の納税者が行う具体的な取引等に適

用する場合においては、改めて当該取引等に係る具体的な事実関係等

を審査した上で判断することになることに留意する。

(1)同業者団体の構成事業者が行う取引等に係る国税に関する法令の解

釈・適用その他の税務上の取扱いに関する照会であること

(注)同業者団体が自ら行う取引等に係るものについては、平成 14年 6

月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事
務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(2)特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に

共通する取引等に係る照会で、当該業種・業態の多数の納税者から照会

C :′D



DC
されることが予想されるものであること

(注)特定の事業者の個別の取引等に係るものについては、平成 14年 6

月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事
務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(3)照会を行う同業者団体等 (以下「照会者」という。)が、照会の申出の

際に、後記 3(1)か ら(9)までに記載の資料を提出するとともに、照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

り 照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取
引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間

で紛争が起こった場合には、照会者の責任において処理することについ

て、照会者が同意していること

(5)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免

許又は酒類行政に関係する照会でないこと

(6)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去

に公表された質疑事例等において明らかになつているものに係る照会で

ないこと

(7)事実
‐
関係の認定が伴う照会でないこと

8 以上のほか、照会の内容が次に掲げぅような性質を有しないものであ
ること

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
口 照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれがある
もの

ハ 照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申立て
中。税務訴訟中である等、税務上の紛争等が生じているもの

二 照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争のお
それが極めて高いもの

ホ 通常の経済取引としては不合理と認められるもの
へ 税の軽減を主要な目的とするもの
卜
.一
連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

されることが予想されるものであること

(注)特定の事業者の個別の取引等に係るものについては、平成 14年 6

月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事

務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(3)照会を行う同業者団体等 (以下「照会者」という。)が、照会の申出の

際に、後記 3(1)から(9)ま でに記載の資料を提出するとともに、照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

四 照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取
引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間

で紛争が起こった場合には、照会者の責任において処理することについ

て、照会者が同意していること

(5)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免

許又は酒類行政に関係する照会でないこと

(6)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去

に公表された質疑事例等において明らかになっているものに係る照会で

ないこと

(7)事実関係の認定が伴う照会でないこと

(8)以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものであ

ること

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
口 照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれがある
もの

ハ 照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申立て
中。税務訴訟中である等、税務上の紛争等が生じているもの

二 照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争のお
それが極めて高いもの

ホ 通常の経済取引としては不合理と認められるもの
へ 税の軽減を主要な目的とするもの
ト ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの



C
チ 上記イから卜までのほか、本手続による文書回答が適切でないと認
められるもの

(例示)

① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法
令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合

② 照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定され
るべき事項が未解決である場合

③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が
困難である場合

2 事務処理体制の概要           
・

照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次のとお

りとする。

(1)照会文書の受付窓口

照会は、原則として、照会者の主たる事務所の所在地の所轄国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の審理課 (審理課が設置され

ていない局にあつては審理官、沖縄国税事務所にあっては課税総括課を

いう。以下同じ。)において受け付ける。
ただし、次に掲げる照会は、それぞれ次に定める国税庁 (以下「庁」

という。)又は局の部署において受け付ける。
イ 酒税の照会
局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をいう。以下同じ。)

口 間接諸税 (印紙税を除く。)の照会
.局の消費税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をいう。以下同じ。)

ハ 国の行政機関 (地方支分部局を除く。)からの照会 (2(1)イ及び口を
除く。)

庁の審理室

(2)局における審査事務の体制

チ 上記イから卜までのほか、本手続による文書回答が適切でないと認
められるもの

(例示)

① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法
令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合

② 照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定され
るべき事項が未解決である場合

④ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が
困難である場合

2 事務処理体制の概要
照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次のとお

りとする。

(1)照会文書の受付窓ロ

照会は、原則として、照会者の主たる事務所の所在地の所轄国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の審理課 (審理課が設置され

ていない局にあつては審理官、沖縄国税事務所にあっては課税総括課を

いう。以下同じ。)において受け付ける。
ただし、次に掲げる照会は、それぞれ次に定める国税庁 (以下「庁」

という。)又は局の部署において受け付ける。
・ イ 酒税の照会
局の酒税課 (沖縄国税事務所にあっては間税課をいう。以下同じ。)

口 間接諸税 (印紙税を除く。)の照会
局の消費税課 (沖縄国税事務所にあっては間税課をいう。以下同じ。)

ハ 国の行政機関 (地方支分部局を除く。)からの照会 (2(1)イ及び口を
除く。)

庁の審理室

(2)局における審査事務の体制

′
，
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局の部署で受け付けた照会は、局の審理課で審査を担当するが、この

場合、局の課税総括課、個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課

税課、消費税課及び調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び大阪国税

局にあっては調査審理課、沖縄国税事務所にあつては調査課をいう。以

下同じ。)(以下「局関係主務課等」という。)と必要に応じて協議を行う

こととする。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、2(2)の照会のうち重要な先例となるような事案については庁 (審

理室又は酒税課)へ上申するほか、当該事案のうち庁において審査すべ

きと判断されるものについては庁へ進達する。

(注 )

1 重要な先例となる事案とは、例えば、新たに創設された税制に関
連した取引等に関する照会で、その取扱いが明らかにされていない

もの等、局における判断が困難と認められるものをいう。

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に波
及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

四 庁における審査事務の体制
局から庁に対して進達があった照会及び庁の部署で受け付けた照会

は、原則として庁の審理室が審査を担当するが、この場合、庁の課税総

括課、個人課税課、資産課税課、資産評価企画官、法人課税課、消費税

室及び調査課 (以下「庁関係主務課等」という。)と 必要に応じて協議を

行うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、庁の酒税課において行う。

照会時の対応及び提出書類等

国税に関する法令の適用等に関して、照会者から文書による回答を求め

る照会があった場合には、庁又は局の審理室 (課)又は酒税課の文書回答

担当者 (照会文書に係る審査事務及び文書回答事務を担当する者をいう。

ｎ

ｕ

局の部署で受け付けた照会は、局の審理課で審査を担当するが、この

場合、局の課税総括課、個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課

税課、消費税課及び調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び大阪国税

局にあつては調査審理課、沖縄国税事務所にあつては調査課をいう。以

下同じ。)(以下「局関係主務課等」という。)と 必要に応じて協議を行う

こととする。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、2(2)の照会のうち重要な先例となるような事案については庁 (審

理室又は酒税課)へ上申するほか、当該事案のうち庁において審査すべ

きと判断されるものについては庁へ進達する。

(注)

1 重要な先例となる事案とは、例えば、新たに創設された税制に関
連した取引等に関する照会で、その取扱いが明らかにされていない

もの等、局における判断が困難と認められるものをいう。

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に波
及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

四 庁における審査事務の体制
局から庁に対して進達があった照会及び庁の部署で受け付けた照会

は、原則として庁の審理室が審査を担当するが、この場合、庁の課税総

括課、個人課税課、資産課税課、資産評価企画官、法人課税課、消費税

室及び調査課 (以下「庁関係主務課等」という。)と必要に応じて協議を

行うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、庁の酒税課において行う。

照会時の対応及び提出書類等

国税に関する法令の適用等に関して、照会者から文書による回答を求め

る照会があった場合には、庁又は局の審理室 (課)又は酒税課の文書回答
担当者 (照会文書に係る審査事務及び文書回答事務を担当する者をいう。

う
０

D
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以下同じ6)は、照会者に対して、本手続の趣旨・要件等を適切に説明する

とともに、次の(1)か ら(7)ま での事項を記載した書面並びに(8)及び(9)の書類

(「次の事項を記載した書面」については別紙 1の様式参照。以下、照会事

項に関係する参考資料を含めて「照会文書」という。)の提出を求めること

とする。

(注)照会者の主たる事務所の所在地の所轄局以外の局又は税務署 (以下
「所轄外部署」という。)に対して照会があった場合には、照会者に対

して、照会の窓口は 2(1)に定める部署である旨説明するとともに、照

会があった旨等を同部署に対して速やかに連絡する。

(1)

(2)

(3)

(7)

に}

(5)

(6)

(8)

(9)

法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する照会者の求める見

解の内容

取引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

3(2)の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる照会

者の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、裁判例、

学説及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等の見解を

含む。)

関係する法令条項等

審査に必要な資料の提出に照会者が同意する旨

照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して

取引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係

者間で紛争が起こった場合には、照会者の責任において処理すること

について、照会者が同意する旨

照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含ま

れている場合には、文書回答担当者の求めに応じて、照会文書に加え、

その内容を網羅的に日本語に翻訳した資料 (当該翻訳の責任者名の記

述を含む。)を提出することに照会者が同意する旨

照会に係る取引等に関するすべての関係書類
|「チェックシー ト (同業者団体等照会用)」 (別紙 1-4の様式参照)

以下同じ。)は、照会者に対して、本手続の趣旨・要件等を適切に説明する

とともに、次の(1)か ら(7)ま での事項を記載した書面並びに(8)及び(9)の書類

(「次の事項を記載した書面」については別紙 1の様式参照。以下、照会事

項に関係する参考資料を含めて「照会文書」という。)の提出を求めること

とする。

(注)照会者の主たる事務所の所在地の所轄局以外の局又は税務署 (以下
「所轄外部署」という。)に対して照会があった場合には、照会者に対
して、照会の窓口は 2(1}に定める部署である旨説明するとともに、照

会があった旨等を同部署に対して速やかに連絡する。

(1)

(2)

(3)

に)

(5)

(6)

17)

(8)

(9)

法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する照会者の求める見

解の内容
1 取引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係
1 3(2)の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる照会

者の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、裁判例、

学説及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等の見解を

含む。)

関係する法令条項等

審査に必要な資料の提出に照会者が同意する旨

照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、、公表に関して

取引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係

者間で紛争が起こった場合には、照会者の責任において処理すること

について、照会者が同意する旨

照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含ま

れている場合には、文書回答担当者の求めに応じて、照会文書に加え、

その内容を網羅的に日本語に翻訳した資料 (当該翻訳の責任者名の記

述を含む。)を提出することに照会者が同意する旨
照会に係る取引等に関するすべての関係書類
「チェックシー ト (同業者団体等照会用)」 (別紙 1-4の様式参照)



ヽ
　
ノ

イ
ヽ

4 局における審査事務等
(1)受理時の形式審査事務及び補正要求事務

文書回答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別紙

2の様式参照)により、当該照会文書に 3(1)か ら(7)までの事項の記載が

あること並びに(8)及び(9)の書類の提出があることを確認し、その記載事

項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足しているときには_
照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等を速やかに求め

る。

(注)照会者の所轄外部署に照会文書の提出があった場合には、所轄外

部署から所轄局へ当該照会文書を速やかに移送し、所轄局において処

理するとともに、移送を行った旨を照会者に対して伝える。

(2)実質審査事務
イ 文書回答に当たっての実質審査は、当該照会に係る税目を担当して
いる文書回答担当者が行うが、複数税目にかかわる事案については、

事案ごとに起案担当者を定めた上で、該当税目の担当者による合議体

において、一体的に取り組むこととする。

.なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか 2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において局資産評価官に連絡

するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運営

指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処理

方針等について協議する。

口 局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)の専
担者が配置されていない局における消費税等に関する照会について

は、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当することとな

るが、審査等に当たっては、局の消費税課との連絡・協調を密にして、

次により行うこととする。

4 局における審査事務等
(1)受理時の形式審査事務及び補正要求事務

文書回答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別紙

2の様式参照)により、当該照会文書に 3(1)か ら(7)までの事項の記載が

あること並びに(8)及び(9)の書類の提出があることを確認し、その記載事

項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足しているときには、

照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等を速やかに求め

る。

(注)照会者の所轄外部署に照会文書の提出があった場合には、所轄外
部署から所轄局へ当該照会文書を速やかに移送し、所轄局において処

理するとともに、移送を行った旨を照会者に対して伝える。

(2)実質審査事務

イ 文書回答に当たつての実質審査は、当該照会に係る税目を担当して
いる文書回答担当者が行うが、複数税日にかかわる事案については、

事案ごとに起案担当者を定めた上で、該当税目の担当者による合議体

において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において局資産評価官に連絡

するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運営

指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処理

方針等について協議する。

口 局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)の専
担者が配置されていない局における消費税等に関する照会について

は、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当することとな

るが、審査等に当たっては、局の消費税課との連絡 。協調を密にして、

次により行うこととする。

Э
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「補足資料の提 等 |と い う.)が必要な場合には、 △ 文書が受付窓

口に到達 した日から原則 1か月以内に当該提出等がなされるよう努め

五_は

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業
者団体等用)」 (別紙 3の様式参照)に記載する。

(3)取下書処理事務

照会者から、前提となる事実関係の変更等により、当該照会文書を取

り下げたい旨の申出があった場合には、文書回答担当者は、取下書 (任

意様式)の提出を求める。文書回答担当者は、取下書を受理した場合に

は、その処理のてん末を記録し、当該取下書に係る照会文書とともに、

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業
者団体等用)」 (別紙 3の様式参照)に記載する。

(3)取下書処理事務
照会者から、前提となる事実関係の変更等により、当該照会文書を取

り下げたい旨の申出があった場合には、文書回答担当者は、取下書 (任

意様式)の提出を求める。文書回答担当者は、取下書を受理した場合に
は、その処理のてん末を記録し、当該取下書に係る照会文書とともに、

C

(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の

消費税課と密接な協議を行う。

(口 )印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月
26日 付課消4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は

大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

ハ 留意事項
文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行うの

であるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにされた

事実関係のみでは判断が困難となるような場合には、文書回答担当者

は、照会者に対して書面等の方法による補足資料の提出を求めること

とする。その際、事実関係の認定が伴う照会であると判断される場合

は、回答の対象とはならないことに留意する。また、照会者以外の取

引等関係者への照会等は行わないこととする。

生1主さ』!豊蓋1コ皇:日壁:当.塁i壼:二__量菫1≧zl≧4:重鍾整峯:重:l[二_止重!Lを上、_重:L:塁_L型
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(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の

消費税課と密接な協議を行う。

(口)印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月
26日 付課消 4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は

大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

ハ 留意事項
文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行うの

であるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにされた

事実関係のみでは判断が困難となるような場合には、文書回答担当者

は、照会者に対して書面等の方法による補足資料の提出を求めること

とする。その際、事実関係の認定が伴う照会であると判断される場合

は、回答の対象とはならないことに留意する。また、照会者以外の取

・ 引等関係者への照会等は行わないこととする。

(新設)



D
日付順又は項目別に編てつし、照会関係書類として保存する。

四 庁への上申又は進達
重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるものに

ついては、局は、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付し

て庁へ上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、庁

において審査すべきと判断されるものについては、速やかに庁の審理室

又は酒税課へ進達することとする。

(注)庁への上申又は進達後に、照会者から局に対して取下書の提出が

あった場合には、庁に対し、取下書の写し (進達の場合は原本)を

速やかに回付する。

5 回答及び公表

回答

実質審査を了した場合には、庁関係主務課等又は局関係主務課等にあ

らかじめ処理案を回付し、必要に応じ協議した上で、庁関係主務課等又

は局関係主務課等との合議により決裁を了した後、その審査結果に応じ

て、それぞれイ又は口により処理する。

なお、文書回答は、庁において受け付けた照会及び局から庁へ進達の

あった照会については、庁の審理室長名又は酒税課長名 (事案の内容に

応じて庁の課税部長名)、 それ以外のものについては、局の審理課長名 (審

理課が設置されていない局にあっては審理官名、沖縄国税事務所にあつ

ては課税総括課長名)又は酒税課長名 (沖縄国税事務所にあつては、間

税課長名)で行うこととする。

(1)

´、
が し か | 3かた 文 は 日 に

おって、次に掲げるような場合には、 3か月以、内ヤことら1つれ■
菫
、 一「 分

に審査を行った上で回答すること1こ留意する.,こ の場合、 3か月以内に

日付順又は項目別に編てつし、照会関係書類として保存する。

四 庁への上申又は進達
重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるものに

つし`ては、局は、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付し

て庁へ上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事業のうち、照会内容からみて、庁

において審査すべきと判断されるものについては、速やかに庁の審理室

又は酒税課へ進達することとする。

(注)庁への上申又は進達後に、照会者から局に対して取下書の提出が
あった場合には、庁に対し、取下書の写し (進達の場合は原本)を
速やかに回付する。

5 回答及び公表
(1)回答

実質審査を了した場合には、庁関係主務課等又は局関係主務課等にあ

らかじめ処理案を回付し、必要に応じ協議した上で、庁関係主務課等又

は局関係主務課等との合議により決裁を了した後、その審査結果に応じ

て、それぞれ次により処理する。

なお、文書回答は、庁において受け付けた照会及び局から庁へ進達の

あった照会については、庁の審理室長名又は酒税課長名 (事案の内容に

応じて庁の課税部長名)、 それ以外のものについては、局の審理課長名 (審

理課が設置されていない局にあっては審理官名、沖縄国税事務所にあつ

ては課税総括課長名)又は酒税課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間
税課長名)で行うこととする。
(新設)
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基饉選曇こ壼上墜型堕埜主L曼盪区塑全
(注)上 照会に対する文書回答は、審査の結果、当該取引等に係る税務
上の取扱い等が他の手段によつて明らかにされておらず、多数の

納税者の予測可能性の向上の観点から、文書回答を行うことによ

り明らかにすることが相当と考えられる場合について行うもので

あることに留意する。

2 照会者への 絡状
'兄

等については、1文書口答等を行 う事前照会の

理 3 の 式参|

イ

堡主る_ Hし

文書回答を行う場合

審査の結果、文書回答を行うことが適当と考えられる場合には、次

の区分に応じて、それぞれ処理する。

(イ)照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められ
る場合
・

「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様

式参照)を作成し、照会者に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提とした一般的なものであり、個別具体的な取引等に適用する場合

においては、回答内容と異なる課税関係が生ずることがある」旨及

び「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であり、照会者の構

成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(口)照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められ

(新設)

(注)照会に対する文書回答は、審査の結果、当該取引等に係る税務上
の取扱い等が他の手段によつて明らかにされておらず、多数の納税

者の予測可能性の向上の観点から、文書回答を行うことにより明ら

かにすることが相当と考えられる場合について行うものであること

に留意する。

イ 文書回答を行う場合
審査の結果、文書回答を行うことが適当と考えられる場合には、次

の区分に応じて、それぞれ処理する。

(イ)照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められ
る場合

「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様

式参照)を作成し、照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提とした一般的なものであり、個別具体的な取引等に適用する場合

においては、回答内容と異なる課税関係が生ずることがある」旨及

び「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であり、照会者の構

成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(口)照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められ
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ない場合

照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載した

「貴見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答する文書 (別

紙 5の様式参照)を作成し、照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であ

り、照会者の構成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」

‐ 旨を必ず記載する。

口 文書回答を行わない場合
照会文書に係る照会が文書回答の対象とならない照会に該当する場

合や、審査中に文書回答の要件を満たさなくなった等の理由により、

照会者に対して文書回答を行わない場合は、その理由を記載した「文

書回答を行わない旨のお知らせ」(別紙 6の様式参照)を作成し、照会

者に対して送付する。

(2)公表
イ 5(1)のイに係る照会文書及び回答文書のうち同様の取引等を行う他

の多数の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について予測可

能性を与えることとなる部分については、速やかに公表することとす

る。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び回答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の開覧窓口において閲覧に供

する。

ハ 照会者等の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の公開
に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や国税

に関する法令上の守秘義務に抵触すると考えられる部分については、

当該部分を伏せて公表することに留意する。

6 関係部署への連絡等
(1)回答内容の連絡等

文書回答担当者は、当該照会文書に係る庁関係主務課等又は局関係主

ない場合

照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載した

「貴見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答する文書 (別

紙 5の様式参照)を作成し、照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であ

り、照会者の構成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」

旨を必ず記載する。

口 文書回答を行わない場合
照会文書に係る照会が文書回答の対象とならない照会に該当する場

合や、審査中に文書回答の要件を満たさなくなった等の理由により、

照会者に対して文書回答を行わない場合は、その理由を記載した「文

書回答を行わない旨のお知らせ」(別紙 6の様式参照)を作成し、照会

者に対して送付する。

(2)公表

イ 5(1)のイに係る照会文書及び回答文書のうち同様の取引等を行う他

の多数の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について予測可

能性を与えることとなる部分については、速やかに公表することとす

る。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び回答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の閲覧窓口において閲覧に供

する。

ハ 照会者等の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の公開
に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や国税

に関する法令上の守秘義務に抵触すると考えられる部分については、

当該部分を伏せて公表することに留意する。

6 関係部署への連絡等
(1)回答内容の連絡等

文書回答担当者は、当該照会文書に係る庁関係主務課等又は局関係主

11



務課等に対して回答文書の写しを回付するなど、その処理結果を連絡す

る。また、すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日付順

又は項目別に編てつし、照会関係書類として保存する。

(2)庁審理室等への連絡等

局の文書回答担当者は、事後の事務処理の統一性を確保するために、

「文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業者団体等用)」 (別紙 3の様

式参照)を活用し、その処理事績を庁の審理室及び他局の文書回答担当

者に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受けた庁又は局の文書回

答担当者は、当該処理事績の内容に応じ、関係部署の職員に周知を図る

こととする。

務課等に対して回答文書の写しを回付するなど、その処理結果を連絡す

る。また、すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日付順

又は項目別に編てつし、照会関係書類として保存する。

(2)庁審理室等への連絡等

局の文書回答担当者は、事後の事務処理の統一性を確保するために、
「文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業者団体等用)」 (別紙 3の様

式参照)を活用し、その処理事績を庁の審理室及び他局の文書回答担当

者に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受けた庁又は局の文書回

答担当者は、当該処理事績の内容に応じ、関係部署の職員に周知を図る

こととする。
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不

開

示

存

否

不

明

部

分

開

示

(不開示部分)

(不開示の根拠条文)1号 `2号 (イ・口),3号 .4号.5号,6号 (本文・イ・口,ハ .二 ,ホ)

(理由)

(不開示の場合の将来的判断)

(保存期間) 10年 (文書分効 :大
‥
刻
…

ｒ
Ｏ 中 6

(行政文書ファイル名)法 令解釈通達および事務運営指針並びにその関係書類
(涸D 開示請求があった場合には、改めて法定の不開示情報の有無を確認の上、開示等の決定を行うもの
とする。

E不開示情報]情報公開法第 5条
1号 個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く)であって、当該情報に含まれる
氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合する
ことにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む)又は特定の個人を識別する
ことはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、

次に掲げる情報を除く。

イ 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報
口 人の生命〔健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報
ハ 当該個人が公務員である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、
当該情報のうち、当該公務員の職及び職務遂行の内容に係る部分

2号 法人その他の団体 (国及び地方公共団体を除く。以下 1法人等1という)に関する情報又は事業を営む
個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を

保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する
おそれがあるもの
口 行政機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は個
人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付すことが当該情報の

性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの

3号 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれ
・るおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めるこ

とにつき相当の理由がある情報
4号 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、.公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩
序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報
5号 国の機関及び地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、
公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立1性が不当に損なわれるおそれ、不当
に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそ
れがあるもの

6号 国の機関又は地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に
掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあるもの

イ 監査、検査、取締り又は識 に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若
しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ′         :
口 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国又は地方公共団体の財産上の利益又は当事者としての地
位を不当に害するおそれ
ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ
二 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ
ホ 国又は地方公共団体が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそ
れ
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文書媒体区分 紙 編さん区分 暦 年

保存期間 10年 (最終改正後 )
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伺 い

文書回答手続は、納税者サービスの一環として、具体的な取引等に係る税法の適用等に関して、

文書による回答を求める納税者からの照会 (以下「事前照会」という。)に対して、一定の要件の

下、回答を文書で行うとともに、その内容を公表することにより、他の納税者に対しても税法の適

用等に関する予測可能性を与えることを目的として実施している。

今回、この文書回答手続について、納税者利便の一層の向上及び事務処理の適正化の観点から、

所要の整備を行い、現行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。

k.' (注)なお、「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の一部改正について (事務

運営指針)については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定している。
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国 税 庁 長

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理

手続等について」の一部改正について (事務運営指針)

標題のことについては、平成16年 2月 17日 付課審 1-3ほか8課共同「同業者団体等からの

照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改

正したから、平成20年 4月 1日 以後に受け付けた照会に対する文書回答手続等については、こ

れにより適切に実施されたい。

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について、納税者利便の一層の

向上及び事務処理の適正化の観点から、所要の整備を行うものである。

記

れ
男備響「新旧対照表」の 「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。
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編 新 旧 対 照 表

(注)アンダーラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 改 正 月ll

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 16年 3月 29日 以降

は、これにより適切に実施されたい。

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環とし

て、国税 (関税、とん税及び特別とん税を除く。以下同じ。)に関する法令の

適用等に関する同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のう

ち、一定の要件を満たすものに対する一般的な回答を文書により行い、その

内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対して

も、国税に関する法令の適用等について予測可能性を与えることを目的とし

て実施するものである。

今般、平成 14年 6月 28日付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する

文書回答の事務処理手続等について」(事務運営指針)を一部改正することに

伴い、併せて同業者団体等からの文書回答を求める照会 (以下
「照会」とい

う。)に対する事務処理手続等 (以下「本手続」という。)を定めたものであ

る。

記

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 16年 3月 29日 以降

は、これにより適切に実施されたい。

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環とし

て、国税 (関税、とん税及び特別とん税を除く。以下同じ。)に関する法令の

適用等に関する同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のう

ち、一定の要件を満たすものに対する一般的な回答を文書により行い、その

内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対して

も、国税に関する法令の適用等について予測可能性を与えることを目的とし

て実施するものである。

今般、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する

文書回答の事務処理手続等について」(事務運営指針)を一部改正することに

伴い、併せて同業者団体等からの文書回答を求める照会 (以下
「照会」とい

うb)に対する事務処理手続等 (以下「本手続」という。)を定めたものであ

る。

記

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)



O
文書回答の対象となる照会の範囲

同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうちヽ次の要件

のすべてを満たすものであつて、平成 14年 6月 28日 付課審 1‐ 14ほか8

課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」(事務運営

指針)によらず、本手続によリー般的に回答を行うことが、多数の納税者

の国税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適

切と認められるものについてはt同業者団体等の求める見解への回答を文

書により行うこととする。

ただし、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手

続が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留

意する。

(注 )

1'こ の事務運営指針において、「同業者団体等」とは、事業者としての

共通の利益を増進することを主たる目的とする、業種等を同じくする

相当数の事業者の結合体又はその連合体 (当該団体に連合会、中央会

等の上部団体がある場合には、原則として、最も上部の団体に限る。)

及びこれを所管する国又は地方公共団体の行政機関をいう。

2・ 本手続による文書回答は、あくまで照会に係る事実関係を前提とし

た一般的な回答であるから、個々の納税者が行う具体的な取引等に適

用する場合においては、改めて当該取引等に係る具体的な事実関係等

を審査した上で判断することになることに留意する。

(1)同業者団体の構成事業者が行 う取引等に係る国税に関する法令の解

釈・適用その他の税務上の取扱いに関する照会であること

(注)同業者団体が自ら行う取引等に係るものについては
「

平成 14年 6

月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事

務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(2)特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に

共通する取引等に係る照会で、当該業種 。業態の多数の納税者から照会

文書回答の対象となる照会の範囲

同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件

のすべてを満たすものであつて、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか8

課共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」(事務運営

指針)によらず、本手続によリー般的に回答を行うことが、多数の納税者

の国税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適

切と認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文

書により行うこととするご

ただし、それぞれの趣旨。目的に基づいて別途事務運営指針等により手

続が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留

意する。

(注 )

1 この事務運営指針において、「同業者団体等」とは、事業者としての
共通の利益を増進することを主たる目的とする、業種等を同じくする

相当数の事業者の結合体又はその連合体 (当該団体に連合会、中央会

等の上部団体がある場合には、原則として、最も上部の団体に限る。)

及びこれを所管する国又は地方公共団体の行政機関をいう。

2 本手続による文書回答は、あくまで照会に係る事実関係を前提とし
た一般的な回答であるから、個々の納税者が行う具体的な取引等に適

用する場合においては、改めて当該取引等に係る具体的な事実関係等

を審査した上で判断することになることに留意する。.

(1)同業者団体の構成事業者が行う取引等に係る国税に関する法令の解

釈・適用その他の税務上の取扱いに関する照会であること

(注)同業者団体が自ら行う取引等に係るものについては、平成 14年 6

月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事

務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(2)特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に

共通する取引等に係る照会で、当該業種・業態の多数の納税者から照会
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されることが予想されるものであること

(注)特定の事業者の個別の取引等に係るものについては、平成 14年 6

月 28日 付課審 1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事

務処理手続等について」 (事務運営指針)に より処理する。

(3)照会を行う同業者団体等 (以下「照会者」という。)が、照会の申出の

際に、後記 3(1)から(9)ま でに記載の資料を提出するとともに、照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

四 照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取
1 引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間

| で紛争が起こった場合には、照会者の責任において処理することについ

| て、照会者が同意していること

15)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免

許又は酒類行政に関係する照会でないこと

6)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去

に公表された質疑事例等において明らかになっているものに係る照会で

ないこと

)日実関係の認定が伴う照会でないこと
|1以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものであ

る
|こ
と

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
口 照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれがある
もの

ハ 照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申立て
中。税務訴訟中である等、税務上の紛争等が生じているもの

二 照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争のお
それが極めて高いもの

ホ 通常の経済取引としては不合理ど認められるもの
へ 税の軽減を主要な目的とするもの
ト ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
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されることが予想されるものであること

(注)特定の事業者の個別の取引等に係るものについては、平成 14年 61

月 28日 付課審 1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事 |

務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。     |
13)照会を行う同業者団体等 (以下「照会者」という。)が、照会の申出の

|

際に、後記 3(1)から(9}ま でに記載の資料を提出するとともに、照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

0 照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取
引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間

で紛争が起こった場合には、照会者の責任において処理することについ

て、照会者が同意していること

(5)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免

許又は酒類行政に関係する照会でないこと

(6)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去

に公表された質疑事例等において明らかになつているものに係る照会で

ないこと

(7)事実関係の認定が伴う照会でないこと

(8)以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものであ

ること

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
口 照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれがある
もの

ハ 照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申立て
中・税務訴訟中である等、税務上の紛争等が生じているもの

二 照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争のお
それが極めて高いもの

ホ 通常の経済取引としては不合理と認められるもの
へ 税の軽減を主要な目的とするもの
ト ー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

′
‐ ヽ



チ 上記イから卜までのほか、本手続による文書回答が適切でないと認
められるもの

(例示)

① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法
令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合

② 照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定され
るべき事項が未解決である場合

③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が
困難である場合

2 事務処理体制の概要
照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次のとお

りとする。

(1)照会文書の受付窓口

照会は、原則として、照会者の主たる事務所の所在地の所轄国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の審理課 (審理課が設置され

ていない局にあつては審理官、沖縄国税事務所にあつては課税総括課を

いう。以下同じ。)において受け付ける。
ただし、次に掲げる照会は、それぞれ次に定める国税庁 (以下「庁」

という。)又は局の部署において受け付ける。
イ 酒税の照会
局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をいう。以下同じ。)

口 間接諸税 (印紙税を除く。)の照会
局の消費税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をいう。以下同じ。)

ハ 国の行政機関 (地方支分部局を除く。)からの照会 (2(1)イ 及び口を
除く。)

庁の審理室

(2)局における審査事務の体制

チ 上記イから卜までのほか、本手続による文書回答が適切でないと認
められるもの

(例示)

① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法
令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合

② 照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定され
るべき事項が未解決である場合

④ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が
・
困難である場合

2 事務処理体制の概要
照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次のとお

りとする。

(1)照会文書の受付窓口

照会は、原則として、照会者の主たる事務所の所在地の所轄国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の審理課 (審理課が設置され

ていない局にあつては審理官、沖縄国税事務所にあっては課税総括課を

いう。以下同じ。)において受け付ける。
ただし、次に掲げる照会は、それぞれ次に定める国税庁 (以下「庁」

という。)又は局の部署において受け付ける。
イ 酒税の照会 ‐
局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をいう。以下同じ。)

口 間接諸税 (印紙税を除く。)の照会
局の消費税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をいう。以下同じ。)

ハ 国の行政機関 (地方支分部局を除く。)からの照会 (2(1)イ 及び口を
除く。)

庁の審理室

(2)局における審査事務の体制
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局の部署で受け付けた照会は、局の審理課で審査を担当するが、この

場合、局の課税総括課、個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課

税課、消費税課及び調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び大阪国税

局にあつては調査審理課、沖縄国税事務所にあつては調査課をいう。以

下同じ。)(以下「局関係主務課等」という。)と必要に応じて協議を行う

こととする。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、2(2)の照会のうち重要な先例となるような事案については庁 (審

理室又は酒税課)へ上申するほか、当該事案のうち庁において審査すべ

きと判断されるものについては庁へ進達する。

(注 )

1 重要な先例となる事案とは、例えば、新たに創設された税制に関
連した取引等に関する照会で、その取扱いが明らかにされていない

もの等、局における判断が困難と認められるものをいう。

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に波
及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

四 庁における審査事務の体制
局から庁に対して進達があった照会及び庁の部署で受け付けた照会

は、原則として庁の審理室が審査を担当するが、この場合、庁の課税総

括課、個人課税課、資産課税課、資産評価企画官、法人課税課、消費税

室及び調査課 (以下「庁関係主務課等」という。)と 必要に応じて協議を

行うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、庁の酒税課において行う。

照会時の対応及び提出書類等

国税に関する法令の適用等に関して、照会者から文書による回答を求め

る照会があった場合には、庁又は局の審理室 (課)又は酒税課の文書回答
担当者 (照会文書に係る審査事務及び文書回答事務を担当する者をいう。

う
０

局の部署で受け付けた照会は、局の審理課で審査を担当するが、この

場合、局の課税総括課、個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課

税課、消費税課及び調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び大阪国税

局にあつては調査審理課、沖縄国税事務所にあっては調査課をいう。以

下同じ。)(以下「局関係主務課等」という。)と必要に応じて協議を行う

こととする。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、20の照会のうち重要な先例となるような事案については庁 (審

理室又は酒税課)へ上申するほか、当該事案のうち庁において審査すべ

きと判断されるものについては庁へ進達する。

(注)

1 重要な先例となる事案とは、例えば、新たに創設された税制に関
・
連した取引等に関する照会で、その取扱いが明らかにされていない

もの等、局における判断が困難と認められるものをいう。

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に波
及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

に)庁における審査事務の体制
局から庁に対して進達があった照会及び庁の部署で受け付けた照会

は、原則として庁の審理室が審査を担当するが、この場合、庁の課税総

括課、個人課税課、資産課税課、資産評価企画官、法人課税課、消費税

室及び調査課 (以下「庁関係主務課等」という。)と必要に応じて協議を

行うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、庁の酒税課において行う。

3 照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、照会者から文書による回答を求め

る照会があった場合には、庁又は局の審理室 (課)又は酒税課の文書回答

担当者 (照会文書に係る審査事務及び文書回答事務を担当する者をいう。



´
ｔ

以下同じ。)は、照会者に対して、本手続の趣旨。要件等を適切に説明する

とともに、次の(1)から(7)ま での事項を記載した書面並びに(8)及び(9)の書類

(「次の事項を記載した書面」については別紙 1の様式参照。以下、照会事

項に関係する参考資料を含めて「照会文書」という。)の提出を求めること

とする。

(注)照会者の主たる事務所の所在地の所轄局以外の局又は税務署 (以下
「所轄外部署」という。)に対して照会があった場合には、照会者に対

して、照会の窓回は 2(1)に定める部署である旨説明するとともに、照

会があった旨等を同部署に対して速やかに連絡する。

(1)法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する照会者の求める見解

の内容

(2)取引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

(3)3(2)の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる照会者

の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、裁判例、学

説及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等の見解を含む。)

0 関係する法令条項等
(5)審査に必要な資料の提出に照会者が同意する旨

(6)照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取

引等関係者の了解を得ることく並びに仮に公表について取引等関係者間

で紛争が起こった場合には、照会者の責任において処理することについ

て、照会者が同意する旨

(7)照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含まれ

ている場合には、文書回答担当者の求めに応じて、照会文書に加え、そ

の内容を網羅的に日本語に翻訳した資料 (当該翻訳の責任者名の記述を

含む。)を提出することに照会者が同意する旨

(8)照会に係る取引等に関するすべての関係書類

(9)「チェックシー ト (同業者団体等照会用)」 (別紙 1-4の様式参照)

4 局における審査事務等

以下同じ:)は、照会者に対して、本手続の趣旨・要件等を適切に説明する

とともに、次の(1)か ら(7)までの事項を記載した書面並びに(8)及び(9)の書類

(「次の事項を記載した書面」については別紙 1の様式参照。以下、照会事

項に関係する参考資料を含めて「照会文書」という。)の提出を求めること

とする6

(注)照会者の主たる事務所の所在地の所轄局以外の局又は税務署 (以下
「所轄外部署」という。)に対して照会があつた場合には、照会者に対

して、照会の窓口は 2(1)に定める部署である旨説明するとともに、照

会があった旨等を同部署に対して速やかに連絡する。

(1)法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する照会者の求める見解

の内容

(2)取引等における権利 。義務関係などの具体的な事実関係

(3)3(2)の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる照会者

の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、裁判例、学

説及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等の見解を含む。)

0 関係する法令条項等
(5)審査に必要な資料の提出に照会者が同意する旨

(6)照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取

引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間

で紛争が起こった場合には、照会者の責任において処理することについ

て、照会者が同意する旨

(7)照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含まれ

ている場合には、文書回答担当者の求めに応じて、照会文書に加え、そ

の内容を網羅的に日本語に翻訳した資料 (当該翻訳の責任者名の記述を

含む。)を提出することに照会者が同意する旨

(8)照会に係る取引等に関するすべての関係書類

(9)「チェックシー ト (同業者団体等照会用)」 (別紙 1-4の様式参照)

4 局における審査事務等

O
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(1)受理時の形式審査事務及び補正要求事務

文書回答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別紙

2の様式参照)により、当該照会文書に 3(1)から(7)ま での事項の記載が

あること並びに(8)及び(9)の書類の提出があることを確認し、その記載事

項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足しているときには、

照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等を速やかに求め

る。

(注)照会者の所轄外部署に照会文書の提出があった場合には、所轄外

部署から所轄局へ当該照会文書を速やかに移送し、所轄局において処

理するとともに、移送を行った旨を照会者に対して伝える。

(2)実質審査事務

イ 文書回答に当たっての実質審査は、当該照会に係る税目を担当して
いる文書回答担当者が行うが、複数税目にかかわる事案については、

事案ごとに起案担当者を定めた上で、該当税目の担当者による合議体

において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか 2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において局資産評価官に連絡

するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運営

指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処理

方針等について協議する。

口 局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)の専
担者が配置されていない局における消費税等に関する照会について

は、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当することとな

るが、審査等に当たつては、局の消費税課との連絡・協調を密にして、

次により行うこととす|る。

(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の

消費税課と密接な協議を行う。

(1)受理時の形式審査事務及び補正要求事務

文書回答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別紙

2の様式参照)により、当該照会文書に 3(1)か ら(7)までの事項の記載が

あること並びに(8)及び(9)の書類の提出があることを確認し、その記載事

項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足しているときには、

照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等を速やかに求め

る。

(注)照会者の所轄外部署に照会文書の提出があった場合には、所轄外

部署から所轄局へ当該照会文書を速やかに移送し、所轄局において処 |

理するとともに、移送を行った旨を照会者に対して伝える。    |

イ 文書回答に当たっての実質審査は、当該照会に係る税目を担当して |

いる文書回答担当者が行うが、複数税目にかかわる事案については、 |

事案ごとに起案担当者を定めた上で、該当税目の担当者による合議体 |

―において、一体的に取り組むこととする。             |
|

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日 |

付課評 1-5ほか2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定 |

めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において局資産評価官に連絡

するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運営

指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処理

.方針等について協議する。

口 局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)の専
担者が配置されていない局における消費税等に関する照会について

は、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当することとな

るが、審査等に当たっては、局の消費税課との連絡・協調を密にして、

次により行うこととする。

(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の

消費税課と密接な協議を行う。
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(口)印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月
26日 付課消4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は

大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

ハ 留意事項
文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行うの

であるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにされた

事実関係のみでは判断が困難となるような場合には、文書回答担当者

は、照会者に対して書面等の方法による補足資料の提出を求めること

とする。その際、事実関係の認定が伴う照会であると判断される場合

は、回答の対象とはならないことに留意する。また、照会者以外の取

引等関係者への照会等は行わないこととする。

なお、文書回答担当者は、速やかな事務処理に心掛け、審査に必要

な資料 (4(1)の参考資料を含む。)の提出及び記載事項の補正 (以下
「補足資料の提出等」という。)が必要な場合には、照会文書が受付窓
口に到達した日から原則 1か月以内に当該提出等がなされるよう努め

る。

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業
者団体等用)」 (別紙 3の様式参照)に記載する。

(3)取下書処理事務

照会者から、前提となる事実関係の変更等により、当該照会文書を取

り下げたい旨の申出があった場合には、文書回答担当者は、取下書 (任

意様式)の提出を求める。文書回答担当者は、取下書を受理した場合に

は、その処理のてん末を記録し、当該取下書に係る照会文書とともに、

日付順又は項目別に編てつし、製 関係書類として保存する。

に)庁への上申又は進達

(口)印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月

26日 付課消4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は

大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

ハ 留意事項
文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行うの

であるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにされた

事実関係のみでは判断が困難となるような場合には、文書回答担当者

は、照会者に対して書面等の方法による補足資料の提出を求めること

とする。その際、事実関係の認定が伴う照会であると判断される場合

は、回答の対象とはならないことに留意する。また、照会者以外の取

引等関係者への照会等は行わないこととする。

なお、文書回答担当者は、速やかな事務処理に心掛け、審査に必要

な資料 (4(1)の参考資料を含む。)の提出及び記載事項の補正 (以下
「補足資料の提出等」という。)が必要な場合には、照会文書が受付窓

口に到達した日から原則 1か月以内に当該提出等がなされるよう努め
.る。

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業

者団体等用)」 (別紙 3の様式参照)に記載する。

(3)取下書処理事務

照会者から、前提となる事実関係の変更等により、当該照会文書を取

り下げたい旨の申出があった場合には、文書回答担当者は、取下書 (任

意様式)の提出を求める。文書回答担当者は、取下書を受理した場合に

は、その処理のてん末を記録し、当該取下書に係る照会文書とともに、

日付順又は項目別に編てつし、皿金関係書類として保存する。

四 庁への上申又は進達
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重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるものに

ついては、局は、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付し

て庁へ上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、庁

において審査すべきと判断されるものについては、速やかに庁の審理室

又は酒税課へ進達することとする。

(注)庁への上申又は進達後に、照会者から局に対して取下書の提出が

あった場合には、庁に対し、取下書の写し (進達の場合は原本)を

速やかに回付する。

回答及び公表

{1)回答

実質審査を了した場合には、庁関係主務課等又は局関係主務課等にあ

らかじめ処理案を回付し、必要に応じ協議した上で、庁関係主務課等又

は局関係主務課等との合議により決裁を了した後、その審査結果に応じ

て、それぞれイ又は口により処理する。

なお、文書回答は、庁において受け付けた照会及び局から庁へ進達の

あった照会については、庁の審理室長名又は酒税課長名 (事案の内容に

応じて庁の課税部長名)、 それ以外のものについては、局の審理課長名 (審

理課が設置されていない局にあつては審理官名、沖縄国税事務所にあつ

ては課税総括課長名)又は酒税課長名 (沖縄国税事務所にあつては、間

税課長名)で行うこととする。
また、文書回答は、照会文書が受付窓口に到達した日から原則 3か月

以内の印 に行うよう努める。ただし、補足資料の提出等を求めた

日から当該提出等がなされた日までの期間は、当該 3か月の期間に算入

しない。

おって、次に掲げるような場合には、 3か月以内にとらわれず、十分

に審査を行った上で回答することに留意する。この場合、 3か月以内に

回答することができないと見込まれるものについては、照会者に対し審

重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるものに

ついては、局は、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付し

て庁へ上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、庁

において審査すべきと判断されるものについては、速やかに庁の審理室

又は酒税課へ進達することとする。

(注)庁への上申又は進達後に、照会者から局に対して取下書の提出が

あった場合には、庁に対し、取下書の写し (進達の場合は原本)を

速やかに回付する。

回答及び公表

(1)回答

実質審査を了した場合には、庁関係主務課等又は局関係主務課等にあ

らかじめ処理案を回付し、必要に応じ協議した上で、庁関係主務課等又

は局関係主務課等との合議により決裁を了した後、その審査結果に応じ

て、それぞれイ又は口により処理する。

なお、文書回答は、庁において受け付けた照会及び局から庁へ進達の

あった照会については、庁の審理室長名又は酒税課長名 (事案の内容に

応じて庁の課税部長名)、 それ以外のものについては、局の審理課長名 (審

理課が設置されていない局にあつては審理官名、沖縄国税事務所にあつ

ては課税総括課長名)又は酒税課長名 (沖縄国税事務所にあつては、間

税課長名)で行うこととする。
また、文書回答は、照会文書が受付窓口に到達した日から原則 3か月

以内に行うよう努める。ただし、補足資料の提出等を求めた日から当該

提出等がなされた日までの期間は、当該 3か月の期間に算入しない。

おって、次に掲げるような場合には、 3か月以内にとらわれず、十分

に審査を行った上で回答することに留意する。この場合、 3か月以内に

回答することができないと見込まれるものについては、照会者に対し審

5
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査の進行状況及び回答時期の目途を連絡するなど配慮した上で、できる

限り速やかに回答するよう努める。

① 複雑な経済取引等に係る照会で審査に時間を要する場合
② 他省庁との協議等、審査に時間を要する場合
③ 担当部署の事務処理能力を超える多数の照会があったことにより、
業務に著しい支障が生じるおそれがある場合

(注 )

1 照会に対する文書回答は、審査の結果、当該取引等に係る税務上
の取扱い等が他の手段によつて明らかにされておらず、多数の納税

者の予測可能性の向上の観点から、文書回答を行うことにより明ら

かにすることが相当と考えられる場合について行うものであること

に留意する。

2 照会者への連絡状況等については、「文書回答等を行う照会の事績
整理票 (同業者団体等用)」 (別紙 3付表の様式参照)に随時記録す

る。

イ 文書回答を行う場合
審査の結果、文書回答を行うことが適当と考えられる場合には、次

の区分に応じて、それぞれ処理する。

(イ)照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められ

る場合
「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様

式参照)を作成し、照会者に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提とした一般的なものであり、個別具体的な取引等に適用する場合

においては、回答内容と異なる課税関係が生ずることがある」旨及

び「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であり、照会者の構

成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(口 )照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められ

査の進行状況及び回答時期の目途を連絡するなど配慮した上で、できる

限り速やかに回答するように努める。

① 複雑な経済取引等に係る照会で審査に時間を要する場合
② 他省庁との協議等、審査に時間を要する場合
③ 担当部署の事務処理能力を超える多数の照会があつたことにより、
業務に著しい支障が生じるおそれがある場合

(注 )

1 照会に対する文書回答は、審査の結果、当該取引等に係る税務上
の取扱い等が他の手段によつて明らかにされておらず、多数の納税

者の予測可能性の向上の観点から、文書回答を行うことにより明ら

かにすることが相当と考えられる場合について行うものであること

に留意する。

2 照会者への連絡状況等については、「文書回答等を行う麹 照会の
事績整理票 (同業者団体等用)」 (別紙 3付表の様式参照)に随時記

録する。

イ 文書回答を行う場合
審査の結果、文書回答を行うことが適当と考えられる場合には、次

の区分に応じて、それぞれ処理する。

(イ)照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められ

る場合

「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様

式参照)を作成し、照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提とした一般的なものであり、個別具体的な取引等に適用する場合

においては、回答内容と異なる課税関係が生ずることがある」旨及

び「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であり、照会者の構

成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(口 )照会事項について、照会者の求める見解の内容が相当と認められ

r~ヽ
（
υ
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ない場合

照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載した

「貴見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答する文書 (別

紙 5の様式参照)を作成し、照会者に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であ

り、照会者の構成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」

旨を必ず記載する。

口 文書回答を行わない場合
照会文書に係る照会が文書回答の対象とならない照会に該当する場

合や、審査中に文書回答の要件を満たさなくなった等の理由により、

照会者に対して文書回答を行わない場合は、その理由を記載した「文

書回答を行わない旨のお知らせ」(別紙 6の様式参照)を作成し、照会

者に対して送付する。

(2)公表

イ 5(1)のイに係る照会内容及び回答内容のうち同様の取引等を行う他

の多数の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について予測可

能性を与えることとなる部分については、速やかに公表することとす

る。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び回答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の開覧窓口において開覧に供

する。

ハ 照会者等の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の公開
に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や国税

に関する法令上の守秘義務に抵触すると考えられる部分については、

当該部分を伏せて公表することに留意する。

6 関係部署への連絡等
(1)回答内容の連絡等

文書回答担当者は、当該照会文書に係る庁関係主務課等又は局関係主

ない場合

照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載した

「貴見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答する文書 (別

紙 5の様式参照)を作成し、照会者に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は国税局 (国税庁)と しての見解であ

り、照会者の構成事業者等の申告内容等を拘束するものではない」

旨を必ず記載する。

口 文書回答を行わない場合
照会文書に係る照会が文書回答の対象とならない照会に該当する場

合や、審査中に文書回答の要件を満たさなくなった等の理由により、

照会者に対して文書回答を行わない場合は、その理由を記載した「文

書回答を行わない旨のお知らせ」(別紙 6の様式参照)を作成し、照会

者に対して送付する。

(2)公表

イ 5(1)のイに係る照会茎萱及び回答茎豊のうち同様の取引等を行う他

の多数の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について予測可

能性を与えることとなる部分については、速やかに公表することとす

る。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び回答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の関覧窓口において閲覧に供

する。

ハ 照会者等の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の公開
に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や国税

に関する法令上の守秘義務に抵触すると考えられる部分については、

当該部分を伏せて公表することに留意する。

6 関係部署への連絡等
(1)回答内容の連絡等

文書回答担当者は、当該照会文書に係る庁関係主務課等又は局関係主

11
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務課等に対して回答文書の写しを回付するなど、その処理結果を連絡す

る。また、すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日付順

又は項目別に編てつし、茎墾 関係書類として保存する。

(2)庁審理室等への連絡等

局の文書回答担当者は、事後の事務処理の統一性を確保するために、

「文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業者団体等用)」 (別紙 3の様

式参照)を活用し、その処理事績を庁の審理室及び他局の文書回答担当

者に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受けた庁又は局の文書回

答担当者は、当該処理事績の内容に応じ、関係部署の職員に周知を図る

こととする。

務課等に対して回答文書の写しを回付するなど、その処理結果を連絡す

る。また、すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日付順

又は項目別に編てつし、腱 関係書類として保存する。

(2)庁審理室等への連絡等

局の文書回答担当者は、事後の事務処理の統一性を確保するために、

「文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業者団体等用 )」 (別紙 3の様

式参照)を活用し、その処理事績を庁の審理室及び他局の文書回答担当

者に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受けた庁又は局の文書回

答担当者は、当該処理事績の内容に応じ、関係部署の職員に周知を図る

こととする。

12
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平成 20年 2月 25日

審 理 室

文書回答手続の事務運営指針の一部改正について

1平成20年度税制改正審議を踏まえ、「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等
について(事務運営指針)」を次のとおり改正する。

(主な改正点)

文書回答を行う対象となる事前照会の範囲に、将来行う予定の取引で個別具体的な

資料の提出が可能なものを加える。

② 照会・回答内容の公表に関して、事前照会者名などの事前照会者を特定する情報は

原則非公表とする。 ・

なお、事前照会者から申出があった場合は事前照会者名を公表することができるこ

ととする。

③ 回答文書等は、原則として、その回答後60日以内に公表することとしているが、事前

照会者の申出があり、その申出に相当な理由がある場合には、180日 以内(現行 120

日以内)の期間、公表を延期できることとする。

(参考)現行の事務運営指針中に「複数の選択肢がある事実関係に基づくものではな
いこと」との要件があるが、その意味は、「一つの照会文書において前提となる

事実関係が選択的なものとなつていないことである」旨注記し、明確化を図るこ

ととする。

2 「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について(事務運営

指針)」についても、上記l④と同様の改正を行う。

3上記改正は、いずれも平成20年4月 1日以後に受け付けたものから適用する。

④ 文書回答は、照会文書が到達した日から原則3か月以内に行うよう努めることとして

いるが、原則3か月以内の担力呈盤に行うよう努めることとする。
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決裁・供覧

件

名

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」

の一部改正について (事務運営指針 )

文書番号

課 審 1-32

伺

い

文

同業者団体等からの照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、税法の適用等に

関する同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会について文書により回答を行うととも

に、その内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用

等について予測可能性を与えることを目的として実施している。

別紙3参照

起

案

平成29年 03月 07日 受付日

部署

国税庁  課税部  課税総括
課審理室  審理総括係

決

裁

決裁処理期限日

決裁日 平成29年05月 23日

施

行

起案者 山崎 栄 施行日 平成29年05月 26日

連絡先 施行先

分

類

名

称

公文書管理 (そ の他 )

中分類 訓令及び通達の立案の検討

その他の重要な経緯 施行者

名称 (小分類) 【平成29年 】事務運営指針

及び事務運営指針関係書類

取扱上の注意

取

扱

区

分

秘密区分

秘密期間終了日 格
付
け

機密性格付け

指定事由 取扱制限

保

存

行政文書保存期間 10年

保存期間満了時期 令和09年 12月 31日

決
裁

・
供
覧
欄

国税庁
川嶋

国税庁
渡違

課税
真 (部

長 官
r台 ¬F ′
′子 ■
~ 
ヽ

部
ロ
Tて

官
課

官
係

菅
中

事

【庁】) 【済】

国税庁 長官
谷口 香穂 (

異贅
庁健暴冥

雇補栓奮評

房 総務課
長 【庁】 )

霧官賛諄〒

】) 【後閲】

審査企画係

審査企画係
)

国税庁 課税部 課税総括課 総務係
有澤 美香 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
鈴木 孝直 (課長 【庁】) 【済】
別紙1参照

備

考

欄

1/4

起案日

1大分類

施行処理期限日



別紙1

決
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・
供
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欄

（
別
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）

庁税
谷
□
〓
Ｆ

調査査察部 調査課
淳哉 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁
田 口 官

課
査
査
調
調
税国

部
＜
察
査
査
主
査
＜
調
也敏 )【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
小西 勉 (企画専門官 【庁】) 【済】
庁税
本
国
島

調査査察部 調査課 審
豊暢 (係長 (国税調査官 )

係
＞

一

ｌ

第
庁
理
Ｉ 【済】

調
＜証

庁税
澤
国
岩

査
係

課
官
査
査
調
調税

部
国
察
＜
査
長

第
ｌ
理
庁
審
Ｉ

係

【後閲】 【済】
税
澤
国
石
庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室
勇司 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室 総括係
寺井 健人 (係長 (国税実査官)【庁】) 【後閲】 【済】

国税庁
永田 寛 長

部
室
税
＜
課
幸

課税総括課消費税室
) 【済】

庁税
内
国
竹

課税部 課税総括課消費税室
啓 (課長補佐 【庁】) 【済】

室
庁
税
Ｉ
費
＞
消
官
課
査
括
実
総
税
税
国
課
＜長

部
係
税
＜
課
貴直

庁税
安
国
末

消費税第一係
) 【後閲】 【お斉】

価
画
評
企
産
価
資
評産

部
資
税
＜
課
人清

庁税
山
国
松

企画官
官 ) 【,斉】

官
佐
画
補
企
官
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画
評
企
産
価
資
評産

部
資
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課
幹寛

庁税
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国
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評価係
【庁】) 【済】
官
＞
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官
企
査
価
実
評
税
産
国
資
＜長

部
係
税
＜
課
浩隆

庁税
羽
国
丹

庁税
村
国
田

課税部
公― (課長

課
ｌ
税
庁
酒
Ｉ ) 【済】

庁税
葉
国
宮

課税部 酒税課
敏之 (酒税企画官 ) 【,斉】

国税庁
磯見 竜

部
課
税
＜
課
太

酒税課
長補佐 【庁】 ) 【済】

国税庁
高橋 啓

部
長
税
係
課
＜

酒税課
(国税実査

務
＞
総
官
係
【庁】) 【,斉】

長
部
課
税
＜
課
文一

庁税
守
国
飯

法人課税課
【庁】) 【済】

課
＞
税
ｌ
課
庁
人
Ｉ
法
佐補

部
長
税
課
課
＜信

庁税
谷
国
神 【,斉】

国税庁 課税部 法人課税課 総務係
浜田 さゆり (係長 (国税実査官)【庁】 )

国
長
部
課
税
＜
課
弘一

庁税
澤

資産課税課
【庁】) 【済】

課
庁
税
Ｉ
課
佐
産
補
資
長課

部
＜
税
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課
加由
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【済】
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国税庁 課税部 資産課税課 総務係
松下 武史 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課 総務係
富山 智子 (国税実査官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課税課
槙原 耕太郎 (課長 【庁】) 【済】
庁税
澤
国
石

課税部 個人課税課
弘樹 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課税課 総務係
小林 秀和 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁
田
課税部 課税総括課
浩恩 (課長 【庁】) 【済】

国税庁
山下 和

課税部 課税総括課
博 (課税企画官) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
鈴木 友康 (企画調整官) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
長内 昌三 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課 調整係
小林 克巳 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

税
葉
　
税
部

国
千
　
国
遠

庁 課税部 課税総括課審理室
俊徳 (室長) 【済】

庁 課税部 課税総括課審理室
友子 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁
野崎

部
画
税
企
課
＜団円

課税総括課審理室
専門官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
大野 隆太 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税 部
企
税
＜
課
胤厚

庁 課税総括課審理室
画専門官 【庁】) 【済】F■

国税庁 課税部 課税総括課審理室
上田 浩人 (課長補佐 【庁】) 【済】

庁税
田
国
神

課税部 課税総括課審理室 審理第五係
泰宏 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第四係
吉場 英雄 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第二係
板東 ―也 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁税
内
国
池

課税部 課税総括課審理室 審理第二係
学 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁税
渕
国
馬

課税部 課税総括課審理室 審理第一係
大樹 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】
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今回、この文書回答手続について、納税者利便の一層の向上の観点から、所要の整備を行い、現行
の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。

(注 )「『事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について』の一部改正について (事務運営
指針)」 については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定している。

4/4

|



い

同業者団体等からの照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、税法

の適用等に関する同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会について文書によ

り回答を行うとともに、その内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の

納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与えることを目的として実施してい

る。

今回、この文書回答手続について、納税者利便の一層の向上の観点から、所要の整備を

行い、現行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。

(注)「『事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について』の一部改正について (事

務運営指針)」 については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定して

いる。

コ
刊



課 審 1

課 総 2

課 個 1

課 資 1

課 法 1

課 酒 1

課 評 1

課 消 1

課 軽 1

査 調 1

平成29年 5

― O
― O
― O
-0
-O
― O
― O
― O
― O
― O
月○日

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
殿

国 税 庁 長 官

(官印省略)

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理

手続等について」の一部改正について (事務運営指針 )

標題のことについては、平成16年 2月 17日 付課審 1-3ほか 8課共同「同業者団体等からの
照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改

正したから、平成29年 7月 1日 以後に受け付ける照会に対する文書回答手続等については、こ

れにより適切に実施されたい。

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について、納税者利便の一層の

向上の観点から、所要の整備を行うものである。

別紙 「新旧対照表」の 「改正前」欄に掲げる部分を 「改正後」欄のように改める。

記



(別紙 )

新 旧 対 照 表

(注)ア ンダーラインを付 した部分は、改正部分である。

改 正 後 改 正 同1」

文書回答の対象となる照会の範囲

同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件の

全二を満たすものであって、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか8課共
同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」(事務運営指針)

によらず、本手続によリー般的に回答を行うことが、多数の納税者の国税に

関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適切と認め

られるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文書により行

うこととする。

ただし、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手続

が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意す

る。

(注 )

1 この事務運営指針において、「同業者団体等」とは、次2査をいう。

Ш 事業者としての共通の利益を す る とを主たる目的とする、業

種等を同じくする相当数の事業者の結合体又はその連合体

②

0
又は地方公共 体の行

照会の対象となる取引等の当事者ではないが当

肛菫窒塾■.基数量重童

取引等と密接な

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)

1 文書回答の対象となる照会の範囲
同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件の

主全ェを満たすものであって、平成 14年 6月 28日付課審 1-14ほか8課
共同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指

針)に よらず、本手続によリー般的に回答を行うことが、多数の納税者の国

税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適切と

認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文書によ

り行うこととする。

ただし、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手続

が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意す

る。

(注 )

1 この事務運営指針において、「同業者団体等」とは、事業者 しての
共通の利益を増進することを主たる目的とする、業種等を同じくする相

当数の事業者の結合体又はその連合体 (当該団体に連合会、中央会等の

上部団体がある場合には、原則として、最も上部の団体に限る。)及び
これを所管する国又は地立企基団体Ω征菫整図をいう。

(新設 )

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)



改 正 後 改 正 月
'l

(注 ) 「取引等と密接な関連を有する業務を行う者」には、例えば、

品取 が に け る に
′ 、

を行う場合の当該商品取引所がこれに該当する。

2 (省略)
(1)同業者団体笠の構成事業者笠が行う取引等に係る国税に関する法令の

解釈 。適用その他の税務上の取扱いに関する照会であること

(注)同業者団体笠が自ら行う取引等に係るものについては、平成 14年 6
月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の事
務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(2)～(7)(省略)
(8)以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものである

こと

イ～卜 (省略)
チ 上記イから卜までに盪げるもののほか、本手続による文書回答が適切

でないと認められるもの

(例示)(省略)

3 照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、照会者から文書による回答を求める

照会があった場合には、庁又は局の審理室 (課)又は酒税課の文書回答担当

者 (照会文書に係る審査事務及び文書回答事務を担当する者をいう。以下同

じ。)は、照会者に対して、本手続の趣旨・要件等を適切に説明するととも
に、次の(1)か ら(7)ま での事項を記載 した書面並びに(8)及び(9)の書類 (「次の

事項を記載した書面」については別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係

する参考資料を含めて「照会文書」という。)の提出を求めることとする。

(注)(省略)

(1)～(7)(省略)
(8)照会に係る取引等に関するすべての関係書類

(9)(省略)

3 照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、照会者から文書による回答を求める

照会があった場合には、庁又は局の審理室 (課)又は酒税課の文書回答担当

者 (照会文書に係る審査事務及び文書回答事務を担当する者をいう。以下同

じ。)は、照会者に対して、本手続の趣旨・要件等を適切に説明するととも

に、次の(1)か ら(7)ま での事項を記載した書面並びに18)及び(9)の書類 (「次の

事項を記載した書面」については別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係

する参考資料を含めて「照会文書」という。)の提出を求めることとする。

(注)(省略)

(1)～(7)(省略)
(8)照会に係る取引等に関する全ての関係書類

(9)(省略)

2 (省略)
(1)同業者団体の構成事業者が行う取引等に係る国税に関する法令の解

釈 。適用その他の税務上の取扱いに関する照会であること

(注)同業者団体が自ら行う取引等に係るものについては、平成 14年 6月
28日 付課審 1-14ほか8課共同「事前照会に対する文書回答の事務処
理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(2)～(7)(省略)
(8)以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものである

こと

イ～ 卜 (省略)
チ 上記イから卜までのほか、本手続による文書回答が適切でないと認め
られるもの

(例示)(省略)



改 正 後 改 正 月ll

6 関係部署への連絡等
(1)回答内容の連絡等         、__
文書回答担当者は、当該照会文書に係る庁関係主務課等又は局関係主務

課等に対して回答文書の写しを回付するなど、その処理結果を連絡する。

また、全ての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日付順又は項目

別に編てつし、文書回答関係書類として保存する。

(2)(省略)

6 関係部署への連絡等
(1)回答内容の連絡等

文書回答担当者は、当該照会文書に係る庁関係主務課等又は局関係主務

課等に対して回答文書の写しを回付するなど、その処理結果を連絡する。

また、主べての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日付順又は項

目別に編てつし、文書回答関係書類として保存する。

(2)(省略)
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取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)
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別紙 1

取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (倒業者団体等用)
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特に、錮別の事案■の取引等に係る燎会については.本 11苺

`●
う

“`tが
別の¬朧で無会を4′ う

`整
があるこ L

にご臀まくださ,ヽ

2 本犠 による口みは.策企に
“

る事実関係を衝奎とした…敬的な回審であつ.個々のユ祐的な

“

・1り1'1=凛 用す

る議●|こは.改めて当″鴫 10(こ饉る飩体崎な事彙関係年に
"し
ヽⅢl絆すること:こなりま→

‐
.

3 苺出された資料につきましては遮コいたしません●て、ご爾なください.

「

~~丁 ~



改 正 後 改 正 月ll

別紙 1-1～別紙 1-3 (省 略)

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)」

の記載要領

1・ 2 (省略)
3「③ 団体の名称」及び「④代表者等」
③欄に照会者である団体の名称及び連絡先の電話番号を、④欄に代表者

等の役職及び氏名を記載し、代表者笠の印を押してください。なお_生表
者等は、担当役員でも し支えありません。また、担当者の氏名及び連絡

先の電話番号を記載してください。

4～ 11 (省略)

別紙 1-1～別紙 1-3 (省 略 )

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)」

の記載要領

1。 2 (省略)
3 「③ 団体の名称」及び「④代表者等」
③欄に照会者である団体の名称及び連絡先の電話番号を、④欄に代表者

氏名を記載し、代表者の印を押してください。また、担当者の氏名及び連

絡先の電話番号を記載してください。

4～ 11 (省略 )



改 正 後 改 正 同ll

別紙 1-■

チ  ェ  ッ ク  シ
〈同業者団体等鷹会用)

ト

このチェックシー トは ,「取引等 1こ係る税務上の取扱い等に関する照会 (間業者団体等用 )」 を提出す

るに当たって、照会の内容等が文書による回なの対象であるかどうかを確認 していただくための「一般

的な事項」をよとめたものです.

確認が終わりま したら、照会文書と併せて提出してください.

r`t 千‐ソ7●

11)照会者の構成事業者螢が行う取引等に係る照会である. は|ヽ・ヽヽ|ヽえ.

12)園税 (関税、とん税及び特別 とん機を除 く.以 下同 じ。)|こ関する法令¢轄 釈

適用その他税務 11の政扱いに関十る照会である,
はい● いヽぇ

(31 特定υ,事業十の個別の取り1等 (ヽ係 る ,ヽの でなく、日級の業饉・業態に共樋する

取引竿に係る照会で.多軟の納税者から驚会されることが,相 される ,ヽのであ X,.
1漱 |ヽ・ ヽヽ |ヽえ.

14' 照会の申出の際に.警■1こ必要な資料を提出している. はい・いいえ

6' 照会内容の審査に必要な追加的な資,や翻訳文の提出に「`意 ●る. はい・いいえ

{6)照全着名、職会内容及び回笞内容が公表されることに同意する。 l*t\. !\!ri
17)照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることについて、取引等の関係者
の了解を得ること、並びに使に関係者同で綸争が燎こった場合には、照会者の責

任において理型することに同意する。

はい・いいえ

(8}調査等の手続、微収手続、活顕等の製造免許若 しくは洒類の販売葉免許又は酒

類行政に関係する1日会ではない。
はtヽ・いいえ

(9)取り1等に係る税務 Lの取扱い等が、法令、法令解釈洒達あるいは過去1こ′′ヽ表さ

れた質疑事例等において明らかになっていない.
はい・いいえ

01 寧実関係の藤定が伴 う熙会ではない
`

はい .いいえ

(11 1`(套 に係る取引悴は、法令等に抵触 しない又は抵触のおそれがないちので,,るヽ| はルヽ・いヽヽえ

1“ 照会に係ろ取引等について、関係者円諄で紛争中ではない又は紛争 ')お それが
な い .

はい・いいぇ

1撻 照会1三係る取引等は、税′,軽減を図ることを主要な目的として行われるもので
はない。

はい・いいえ

餞1 -連 の組み合わされた取'1等の ―‐部のみの照会ではない |よヽヽ・ヽヽいス.

(注)このチェックシートの全二の項目に該当する場合であっても、審査の結果、文書:こよる回答がな

されない場合もありま→
‐
(:¥細につきましては、口機月等の窓[:で ご相談ください。).

,Iミ娑者

所 在 地

団体体の名称

及び代,そ寄奎2
氏名

=11級

1-4

チ ェ ッ ク シ

(同業者団体等照会用)

ト

このチェックシー トは、「取',等に係る税務 上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)」 を提出す

るに当たって、照会の内容苺が文書による回機の対象であるか どうかを凛郷 L.て いただくための「
・般

的な事項」をまとめたものです.

確認が終わりましたら、照会文書と肝せて提出 してください
`

'彙

チェッタ凛

il)照会イの構成事業堵が行 う11R引 等に係る照会である はヽ`・ t｀いえ

i, 国税 (閥模.と ん税及び待場|'と ん種を除く.以 下同 じ。)|こ鯉するユ ヽの解釈

適用その他税務 卜の取扱いに関する照会である. `工

|｀・ や` |｀ ,こ

(31 特定の事業者の優別の取り1等に係るものでなく、1司様の業極・業態に共通する

取引鷲|、 係る照会で.多数の納税勧 らヽ照会されることが予t:ヽされるものである.

(4' 照金の中出の際に.審‐■に必要な資料を提出している. はい・いいス

(5` 照会内容の書壺に必要な追加的な資料や翻訳文の提 li」 に同意する . はい■ いヽえ

16, 照会者名.照会内容及び回答内容が公表されることに同意する .
`Iて

・` :｀ ヽヽア_

`7)照
会者名、照会内容及び回箸内容が公表されることについて、取引等の関係 者

のア解を得ること、

"び
に仮に関係者間で静争が起こった場 合には、察会者の責

任において処理することに同意する.
`tlヽ

・セヽいス.

{8 調査等の手続、徴収手続、市類等の製造免許著 しくlユ薔数の販売案免許又は消

筆行政に綺係する熙会ではない。
:ユ :ヽ・:ヽ |ヽキ

:9' 取づ1笠に係ろ税務上の取扱い等が、法今、法令解R蛹達あるいは過去に公表さ

れた質疑事例苺において明らか

`、

なっていない. `■

t｀・ |｀ 1｀ え

Oα 事実関係の認定が伴 う照会ではない. (tlヽ・|ヽ 0ヽ■

(111 照会に係る取りI,は、法令等に抵触 しない文は抵舷 おヽそれがないものである. はい・いいえ

財 熙会に係る取引零について .間係者関等で紛争中ではないメは紛●のおそれが
′|レ ,`

`す

0'・ ヽヽtヽ′.

03 照会に係る敗|1等は、機の軽減を

“

ることを主警な目的として行われるもので

はない.
はい。いいえ

撻  ―‐連の組み合わされた取引等の “部のみの照会ではない. はい。いいえ

(注)このチェックシートの」l二■■の項目に該当する暑合であっても,審査の結果、文書:こ よう回るが

なされない場合もあります (鮮鋼につきましては、図機局等の窓口でご相談ください。)。

照会

`

「'f 
在 地

|,体 等 ′マ ,称

及び代贅″名
nl
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別紙 2

形式審査表 (同業者団体等用)

磁 理 ま

`

熙●●
′,`篠 "|:当

″
L,

`単

`1.,,た

●月猥

審 査 事 項 熊   諄 檜 工 決 滉

融

　

　

載

　

　

事
　

　

　

薇

連・不通

連・ 本綸

(ヽ理べ.″

``|■
,● |,踵 t.'■ , 機・ 4=議

lⅢ■0● ■・1■ 1'1.|● やヽ.い る 粛・下遣

腋」|ヽ .'〉 1■●円,{,サ 11,か
~あ

`.

滲・ F退

太■る■絆の理由|ヽり】らが である 逮 ―ド巌

1'1出 贅,′)疇′tはない 感・イ:重

,1‐ |_1 '1 ‐ ‐  ■ ‐ , 0・ ヽ壺

籠会おの

“

蔵Ft■壺:がで,う 0う 1等て
ある

粛・ 1:豪

口餞の彙籠・薬懸1こた通する駆,1等 (.
,藪の

“

nイからの顆
^メ

V‐できれる
t,ので
',る

嵐・ 崚ヽ

粛●̈ ブ'.I雄 ,_門

“

する
'.″

,■なない 慈・不む

籠に,世い●が■|らかにさ,しているt,
のではない 嵐・ 1凛

●■関係い継定が

`ヽ

うものではない ■・本鷹

事務躍鷲|"崚 [,(81に 規tす る要性を満
たしている

壇・不適

奮

島

構

二

求 め た
方    法

jた め た
.年  " n 来 ヽ た ,■ , ■` =

幅崚・電

“

・ ズ
=

重

"・

■薔・文●

苺縦・菫

“

・ 文書

別紙 2

形式審査表 (同業者団体等用)

警 理 諄 ″

11■年
'1ロ暉全

`″.■

“

局口当商

,V

確   認 稲 二 上 滉書 輩 ● 猥

押中澪れ|夕ない 燿・不連

適 ‐,適1ヽ興への■イ:ケ

“

ク)●額はある

遠・
.卜

適層
^″

,重 ,■ 111らかであ
`

取ラ|ヽびサ●
'躙“

は
",t,か
0ある 遷・不越

求ある几解:″〉選山|■明らかで,,ろ 燿■ 1燿

底・ :i薔

屁
　

　

鸞

　

　

〓
　
　
　
嗅

モЩ贅シ '麟れl`な :｀

燿・ |(議

菫全者の輌掟事裏者が●うt,1檸 0わ
る

趣・ 下綺

臓榛ψ彙■・■感に共通する驚,1等で、
多薇の統種
=か
らの照
`oが

,想 される
ものである

潜・ ■通

豪・ 不棗

既i〔欧
"い
諄が明らかにさオt(い うも

ので1'ない 燿・
「
燿

事実関係の継tが伴う,,の ではない

要

仕

事

■

,務躍情 1,11‐ 8に ,,を ,t‐する

“"を
滋

たしている
議・ 4ヽ顔

泄 ::: イ
た

●

め求

″

め

”

来

年
求 め た 事 項麟

一　

膨
・

補

　

■

覇燎・菫麟・■3

む書 ●

“

・ ■3

壺佼・■議¨ズ
=

そ

●
他
凛

薦

”

，

■■■■

|

| _

11'

|

16

´
|

31
他 |

遷 |

藩 |

■ |

凛

|

|
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I

文覇・
―
卜文銹
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[形式審査表 (同業者団体等用)の記載要領]

1～ 3 (省略)
4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載され
ているかどうかを確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。

(1)(省略)
(2)「 9」欄……照会者の構成事業者笠が行う取引等に係る照会であるこ

と。

(3)～ (7)

5・ 6

(省略)

(省略)

[形式審査表 (同業者団体等用)の記載要領]

1～ 3 (省略)
4「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載され
ているかどうかを確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。

(1)(省略)
(2)「 9」欄……照会者の構成事業者が行う取引等に係る照会であること。

(3)～(7)(省略)
5・ 6 (省 略)



2

(決裁参考 )

文書回答手続 (同業者団体)の事務運営指針の一部改正について

1 文書回答手続の概要
同業者団体等からの照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、

税法の適用等に関する同業者団体等からの事実認定を要 しない一般的な照会につ

いて文書により回答を行うとともに、その内容を公表することにより、同様の取引

等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与える

ことを目的として実施している。

改正点

納税者利便の一層の向上の観点から、「同業者団体等からの照会に対する文書回

答の事務処理手続等について」を次のとおり改正する。

① 同業者団体等の範囲の拡大
現行の事務運営指針においては、照会者を○○中央会のような国内最上部団体

である同業者団体等に限定している。そのため、

・ 地方同業者団体がその地域独自の取引等について照会したい場合

・ 取引の当事者ではないものの当該取引と密接な関連を有する業務を行う者が
当該取引について照会したい場合 (例えば、商品先物市場の開設者が市場参加

者の行う取引について照会したい場合など。)

に、これらの者が照会当事者とはなれないことから、利便性を高めるために同業

者団体等の範囲を拡大する。

② 納税者の照会に係る事務手続の簡素化

現行の事務運営指針においては、照会文書には一律に代表者の記名押印を求め

ているところ、大企業においては記名押印のための代表者への説明等の事務手続

が煩雑であり、照会する上での負担になつているとの意見があることから、記名

押印を行うべき者について担当役員でも差し支えないこととする。

3 適用時期
平成 29年 7月 1日以後に受け付けるものから適用する。



決裁・供覧

件

名

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」

の一部改正について (事務運営指針)

文書番号

課 審 1-27

伺

い
文

同業者団体等からの照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、税法の適用等に

関する同業者団体等からの事実認定を要 しない一般的な照会について文書により回答を行うととも

に、その内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用

等について予測可能性を与えることを目的として実施している。

別紙3参照

起

案

起案日 令和02年 10月 19日 受付日

部署

国税庁 課税部 課税総括
課審理室 審理総括係

決

裁

決裁処理期限日

決裁日 令和02年 10月 19日

施

行

施行処理期限日

起案者 父母石 英毅 令和02年 10月 19日

連絡先 施行先

分

類

名

称

大分類 公文書管理 (そ の他 )

中分類 訓令及び通達の立案の検討

その他の重要な経緯 施行者

名称 (小分類 ) 【令和 2年 】 【審総】事務
運営指針及び事務運営指針

関係書類

取扱上の注意

取

扱

区

分

秘密区分

秘密期間終了日 格
付
け

機密性格付け

指定事由 取扱制限

保

存

行政文書保存期間 10年

保存期間満了時期 令和12年 12月 31日

決

裁

・
供

覧

欄

国税庁
江崎

国税庁
二見

国税庁
黒井

国税庁
尾張

課税
純子 (

長官
智子 (

部
室

官
係

官
事

部
課

課税総括課審理室
長) 【済】

長官
悠貴 (

課税
佳也 (

雇【幹IF蓄 高覇企画係

房 総務課 審査企画係
務官 【庁】) 【済】

長需程賛浮藩芦
理
轟覇

国税庁 課税部 課税総括課審理室
山中 英司 (企画専門官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
塚尾 敦嗣 (課長補佐 【庁】) 【済】
別紙1参照

備

考

欄

今回の事務運営指針の改正は、書面・押印の見直しに係る庁内の方針に従うものであるため、合議
は省略する (国税庁行政文書取扱規則第12条 2項 )。

1/3

施行日

|
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決
裁

・
供

覧

欄

（
別
紙

）

税
企
課
＜学

庁税
内
国
池

部 課税総括課審理室
画専門官 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
鈴木 憲太郎 (企画専門官 【庁】)【 済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第五係
石井 孝 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第四係
林 賢輔 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

税
部
　
税
摩
　
税
村

国
安
　
国
二
　
国
徳

庁 課税部 課税総括課審理室
幸紀 【後閲】

庁 課税部 課税総括課審理室 審理第二係
真矢 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁 課税部 課税総括課審理室 審理第一係
典明 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

2/′ 3



別紙3

伺

い
文

（
別
紙
）

らヽ

書
備
文
整
の
の
こ
要所ヽ

回

ヽ

回答手続について、照
を行い、現行の事務運

務
案
事
別
の
を
等
針
者
指
会
営

負担の軽減及び行政事務の効率化を図る観点か
のとおり改正することとしたい。

(注 )「『事前照会に
指針)」 については、

答
針
回
指
書
営
文
運
る
務
す
事
対
本

の事務処理手続等について』の一部改正について (事務運営
の改正と同時に発遣することを予定 している。
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課 審 1-O
令和2年 10月 0日

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
殿

国 税 庁 長 官

(官印省略)

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理

手続等について」の一部改正について (事務運営指針)

標題のことについては、平成16年 2月 17日 付課審 1-3ほか 8課共同「同業者団体等からの
照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改
正したから、令和 2年 10月 26日 以後に受け付ける照会に対する文書回答手続等については、こ

れにより適切に実施されたい。

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について、照会者等の事務負担

の軽減及び行政事務の効率化を図る観点から、所要の整備を行うものである。

別紙「新旧対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。

記



(別紙 )

新 旧 対 照 表

(注)ア ンダーラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 改 正 月|」

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)

本文 (省略 )

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)

本文 (省略)



改 正 後 改 正 目11

別紙 1

取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)

■,}1●
X■
'1篠
サ

l,i 在    泄

0(フ リガナ )

田 体 の 名 称
il

笠

代
表
イ
鱗

く''″す)
代表オ●り役
韓|● 名ヽ

(フ ■1‐″t,
lr:Ⅲ イのヽ名

実i」絆
‐絆つ

■
(ヽ

め,

人

1_|■・■■

〈ツリ″サ)
,ヽ    名

電話
‐計サ

」Z: rl鷲事項筆~ 
次の取り:等に係る:匈機l_円する法令の絆択・ 藩壽その他税務上の取扱い等について.次の

'鍛
会の連 ,,″

'●おり′
'鯰
解で籠し支えないかどうか文書による回番を受けたいので照会 します。

なお、■の服会に関 して.添付した資料′:):ユかに、審査のために必要な資Fヽや.“ 本語以外の書語で記述さit
ている資料について 日本続 ぶたの提!“を求められた

'台
には、その提

““

こ応じ
=す
.

また,照会者 :よ、他の納税置に対 t.て 競ヽ 法の違用鶴について
'瀧
可能性を 1,え る′`め、鳳会者名、纂会内容

及びけ審内容が一般に′′ヽ表されること、公表に関して取引ヽの関係者の 1・磐を機ること.並びに仮に関係
=間
で

紛争が最こぅた4合 :こは照会者の凝

“

において処理十ること
`こ

|,1な します.

`.筵
嬌会の議

"`ユ
今解駅・邁

'111:の基の要ね友 (■照

'イ
′,求 め る■

解の内容 ,
別紙 1-1の とお り

Ω  照会:`孫 る政り|卜の

“

ヽ関係 (取
り1●関蘇者の名獅 .'ヽそりゆ にお (す る
雄■||ヽ概務間

“

等 ) ",紙

: 2′'と お り

`υ

 ll,,い 1事 k閥係|〔
“
lt´ Щ,イ |カ~榮

める
'.解
となるこ|の

'111:

別緑 ] :`の ■,`り

2
3

〔

代理 人:こ よる無会の4合は、その委任状
チェァクシー ト て,I」紙 1-4)
熙会の凛旨及びその理 l●●の籠会事項に関係する0な資料

〕

今和  年 'i :1

口 :唸 め

薔摯継

`・

(寧輩 |,)

澪 ● :霰 彙
ゆ

に 意事項
'1 猥会の内容等 |こ よ ,́て :ヽ、資料を燿 .,`し ていただいても本子機によう文細 1澪がなされない場合がありま・'=

特に、側

"1の
“

機普●
`1`引
守に係る縦

^に
ついては、取引γを (チ ,1“

=が '",の
子1機ヽ熙会を● 1必要′

'【

あること

にご留鷲くださ|｀′

2 本手級による‖苺は、照奎に係る事実朧係を前拇 ′:した 較的なr・ ]薔 であり.無々の人体的な取り
'ヽ

1こ確川す

る場合には、改めて M:晨敗り1ヽに係る典体的な事実関係等
`二

ulし て判断すること|こ なります.

3 経:1,さ れた資料にン,き ましては返却いたしませんので、ご樹憲ください.

11紙 1

取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)

・■lrl

在    地

0(フ リガナ)

糊 体 の 名 称

(

`■
;

Ω

代

表
″

"

(フ ,ノナ)
代表者等の役
崚●氏名

)

〈ソジ″ナ,
担 :峰″の子ヽ名

)

■,・1
(サ

(》

代

理

人

(L"1・

"り
:

(ツ フオ■ )
,ヽ     名

)

薇籠
凛じ

C,|う 意事項悸~ 
漱の敗夕籍に饉ろ膊機に隣する嬌令の解沢・ 蟻用モ 刈́ 税務 卜の取換い,1こ ついて、次の「熙会の建旨」のと
おり0見解で蔵 し実えないかどうか文書によるn纂 を受 t'た いので照会し翼す .
なお .こ の照会に関して、添付 した資料′):工か (こ 、李査のために

`秦
な資料や .い ●蔭以外のォ経で記述され

ている資料について日本語11訳 文の働出を求められた4●に 1ま .その発出に応 じます.
また、曜会者は、機の納税者に対しても織渉の適用年について十蘭可籠性を与えるため、報会お名、暉会 ,ヽ容
及●卸特●客が一般●公表されること、公表 :こ関して取引等の関係子の r解を得ること.■び |■仮に蘭係

`間
で

構争が鷹こった場合には照会者の質任において処理することに同意します .

豊
賣
鷹会の趣旨 (法令解釈・薦■

'1の機の質約及び,I会■′),Rめるた
絆′う|ヽ容

'

,,11績 1ヽ  1′ `)|イ ,り

盤 照会に係る取りt年の

“

文関係 (11(
り1等関係

'●
名朴.取引61こ おける

黎1黎 1・ 機務関係筆)
場|」紙 1 ●(′■1お り

Ω  金 ′,議 案関係 に対 して照会者の
,く 0ろ 魁解 とな るこ .し の利 1“

"1紙

1 3′ )を おり

豊 問採する法
'来
■年

釜 派
「
僣瀬

1

3

〔

`ヽ

理人による照会の場合は、その委

“

状
チェックシー l・ (,1“;1-■ )
照会の建旨及びその理由年の熱会

'■
に

“

係する参考資料

〕

″
　

　

年■
■■ ,, 11

図 機 ヽ

藩理課長 (警理 11,,

講 税 諫 螢
畿

〈注意事項)

1 籠会の内容笠によつては、贅料を驚′
'1し

ていただいてヽ本 .警機にようヽ藤117がなされない場合があります.

特に、薇

"1の

本襲者の取引

"に
係るin会については、取り1筆を1,う

'“
事イが

"11の

子統で鳳会を行 う必要があること

にご曹麟ください.

2 本千織による日饗は、照食に,う 事爽関係を前鯉 とした 級的な1,1薔 であり、鶴々のユイ
'、

的な取11等に追′111‐

る場合には、改めて当歓取り1●に係る具体的な事実関係年に則 して判断・1る ことになります ,

3 提出された資料 1● ,́さ 彙しては違却いたしませんので、こ磁憲 ください.

盤型聖型竺望L___



改 正 後 改 正 月|」

"l,●

1ヽ-1

隻  ,菫会の趣 ,(法 令解釈・璃
"'11の
疑れの製約及び照0その求める ,1解 フ

'内
本 )

場1席(11 :

隻  ,照 会φ既,(凛 ´溜 釈・ :薇珀 ヒの難なの要約及びぶ:会者の求める兄:解の内容)



改 正 後 改 正 円ll

'1,1氏

1-2

豊  摯会に係 るliくり|ヽの ,k関 係 (取引
"関
係十′,“ 率、取引筆にお ける権利・ 魔務関係笠 ,

"11ド

Kl-2

釜 躍会に係る東り|●″)y.終間係 (■り10',t係 おのイ,綺、取引苺における撤■1・ 燿移関係雑)



改 正 後 改 正 日|」

"ll鷲

(!-3

壺 ,ン
'実
関係 に対 して腋会イの求める賛.解 となることの理 |,(11体的な 111椰 となる事 ,1`、 震判倒 .1卜 量及 び既に

,ヽ表よれ ている

'議

・

"、

税押 =.′
′ヽ認会

'「

IF''の え解を奮 t,。 )

"ll彙

:1-t,

Ω  螢 の響篠関嬌 に対 して胆会イの求める策解 となることの理由 (共体的な根拠せ なる事例 .裁判倒 .学競及さ既 :J

公慶 ヽ`れ ている弁置■、税理 ■、公認会計十りの見解 を含む ,



改 正 後 改 正 同11

別紙 1-4

チ ッ  ク  シ
(同業者団体等照会用)

ト

このチェックシー トは、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (固業者団体等用),を提出す
るに当たって、照会の内容等が文書による回答の対象であるかどうかを確認していただくための「 般̈

的な事項」をまとめたものです。

確認が終わりましたら、照会文書と併せて提出してください。

111 チェック欄

11, 1■ 会者の響成事業者等が行うIFt引 等に係る照会 である。 はい 。いいえ

(2)園税 (関税、とん税及び特別とん級を除く。以下1綱 じ.)に 関する法令の解釈

適用その他税務上の取扱いに関する照会である。

13' 特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、問機の薬籠・獲態に
't通

する

取引等に係る照会で、多数の納税者から熙会されることが予想されるものである。
はい・いいえ

(■

' 
照会の申出の際に、審査に必要な資料を提出している。 はい・いいえ

(5' 照会内容の審査に必要な追加的な資料や翻訳文の提出に同意する. は い ・ い い え

16)照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることに同意する. I漱 |ヽ・ い 0ヽ ,こ

(7)照会者名 .照会内容及び回答内容が公表されることについて,取引等の関係者
の 1´解を

`尋

ること、改びに仮に関係者間で紛争が起こった場合には、照会者′)資

任において処理することに同意する.

はい 。いいえ

(8)調査等の手続、徹収手続、酒類等の製造免許おしくは酒類の販売棄免許又は商
類行政に関係する照会ではない。

はい・いいえ

0 取引等に係る税務上の取扱い等が、法令.法令解釈通達あるいは過去に公表さ
れた質疑事例年において明らかになつていない。

はヽヽ・いいえ

,1(1  11:メ::l鼻 ltス・′,`J11'ん 1`1- ~)||“ ft _Irテ ::|′ ヽ はい 。いいえ

uυ 照会に係る取引等は、法令等に抵触 しない又は抵触のおそれがないものである. は
'ヽ

・ い い え

|力 照会に係る取引等について、関係者間等で綸争中ではない又は綸争のおそれが
ない。

ltい・いい,そ

i3 照会に保る取引等は、税の軽減を図ることを主要な目的として行われるもので
はない

"

はい 。いいえ

0■  ―連の組み合わされた蠍り1等の 部のみの照会ではない はい 。いいえ

(注)こ のチェックシー トのすべての項目に該当する場合であっても、審査の結果、文書による回答が
なされない場合もあります (詳細につきましては、国税局等の窓口でご相談ください。),

照 会者

"『

 イ:: 111

団 体市 の名称

及び代表者等の

氏名

別紙 1-4

チ  ェ  ッ  ク  シ
(同業者団体等照会用)

ト

このチェックシー トは、「取引等に係る税務 上の取扱い等に関する照会 (|“ 業ヽ常団体等用 )」 を提出す

るに当たって、照会の内容等が文書による側答の対象であるかどうかを確躍 していただくための「一般

的な事項」をまとめたものです。

確認が終わり業したら、無会文書と併せて提は1し てくださし、

項 チェック11褥

11)照会者の構成事業者等が行う取引等に係る照会である. (■い・ |ヽ も`え.

(2)欄税 (関税、とん悦及び特別とん機を除く。以 ド11じ。)|こ関する法令の解釈

適用そ /)他税務 上の取扱いに関する照会である.
はい・いいえ

{3)特定の事業者の個別の取引年に係るものでなく、同様の業種・業態に共通する

't叉

引等に係る照会で、多数の納税看から照会されることが予想されるおのである。
はい 。いいえ

a 熙会の中出の際に、審査に必要な資料を提出している。 はヽヽ・い 0ヽえ

(5)1“ 会内容の審査に必要な追加的な資料や翻訳文の提出に同意する。 はい・いいえ

16)照会者名、照会内容及び回絆内容が公表されることに同意する. はい 。いヽヽえ

(7)照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることについて、取り1等の関係者
の了解を得ること、並びに仮に関係者間で紛争が起こった場合には、照会書の費

任において処理することに日議する。

I■ |ヽ・ |ヽ Vヽえ.

(8)調査等の手続、微収手続、消親等の製造免許器しくは蒲類の販売業免鮮又は酒

類行取に|:彎係する照会ではない´
,■い 。いいえ

(9)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去に公表さ
れた質疑事例等において明らかになっていない。

はい・いいえ

10 事実関係の認定が伴 う照会ではない. は 0ヽ・ |ヽいえ

{10 照会に係る取引等,ま、法令等に抵触 しない又lt祇触のおそれがないものである. はい 。いいえ

鬱 照会に係る取引等について、関係者間等で紛争中ではない又は紛争のおそれが
ない。

はい・いいえ

03 照会に係る取引等は、税の軽減を図ることを主要な目的として行われるもので
はない。

はい・いいえ

01 ‐連の組み合わされた取引等の一部(7)みの照会ではない。 ttい・ヽヽ 1ヽ■.

(,■)こ のチェッタシー トのすべての項目に該当する場合であっても、審査の結果、文書による国答が

なされない場合もあります (詳細につき,しては、困税局等の窓 nでご相談ください.).

l・1会 イ

所  在  地

団体 等の名称

及び代表者等 (′〉

氏名

豊

はι`・いいえ



改 正 改 正 月ll

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)」 の記載要領

1・ 2 (省略)

3「③ 団体の名称」、二⊆と法人番二L及び「Ω 代表者等」
③欄に照会者である団体の名称及び連絡先の電話番号二⊆!欄に法人番号及びΩ欄に代表

者等の役職及び氏名を記載してください。なお、代表者等は、担当役員でも差し支えあり

ません。また、担当者の氏名及び連絡先の電話番号を記載してください。

4「⑥ 代理人」
税理士等の代理人を選任している場合には、その方の住所又は居所及び氏名を記載して

ください。

5 「⑦ 同意事項等」
審査に必要な追加資料の提出や、照会内容・回答内容等の公表に関する同意事項をよく

ご確認ください。

6「③ 照会の趣旨」
取引等に係る税務上の取扱い等に関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記載すると

ともに、その疑義に対する照会者の求める見解の内容を必ず記載してください。

また、この欄に書ききれない場合は、適宜、用紙を追加してその内容を記載し、添付し

てください (記載事項Ω及び⑩についても、同様です。)。

7 「⑨ 照会に係る取引等の事実関係」
照会事項に関係する当事者の名称、取引等における権利・義務関係など、課税関係を判

断する上で必要と考えられる事実関係を、できる限り具体的に記載してください。

「⑩ ◎の事実関係に対して照会者の求める見解となることの理由」

⑨の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる照会者の求める見解とな

ることの理由を、根拠となる事例、裁判例、学説、及び既に公表されている弁護士、税理

「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会 (同業者団体等用)」 の記載要領

1・ 2 (省略)

「③団体の名称」及び「Ω 代表者等」

③欄に照会者である団体の名称及び連絡先の電話番号を、@欄に代表者等の役職及び氏

名を記載しェム表童笠の里2押 してください。なお、代表者等は、担当役員でも差し支え

ありません。また、担当者の氏名及び連絡先の電話番号を記載してください。

4 「⑤ 代理人」
税理士等の代理人を選任している場合には、その方の住所又は居所及び氏名を記載L、

押印してください。

「⑥ 同意事項等」

審査に必要な追加資料の提出や、照会内容・回答内容等の公表に関する同意事項をよく

ご確認ください。

「⑦ 照会の趣旨」

取引等に係る税務上の取扱い等に関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記載すると

ともに、その疑義に対する照会者の求める見解の内容を必ず記載してください。

また、この欄に書ききれない場合は、適宜、用紙を追加 してその内容を記載し、添付し

てください (記載事項③及び⑨についても、同様です。)。

7 「③ 照会に係る取引等の事実関係」
照会事項に関係する当事者の名称、取引等における権利・義務関係など、課税関係を判

断する上で必要と考えられる事実関係を、できる限り具体的に記載してください。

「ΩΩの事実関係に対して照会者の求める見解となることの理由」

Ωの事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる照会者の求める見解とな

ることの理由を、根拠となる事例、裁判例、学説、及び既に公表されている弁護士、税理

後



改 正 後 改 正 月ll

士、公認会計士等の見解の引用も含めて、具体的、かつ、明確に記載してください。

9 「⑪ 関係する法令条項等」

⑩の見解となることの理由に関係する法令及び法令解釈通達等の条項等を記載してく

ださい。

10「⑫ 添付書類」

照会の趣旨及びその理由等の照会事項を説明するに当たり、関係する必要な資料を添付

し、その資料の名称を( )内に簡単に記載してください。

11 (省略 )

士、公認会計士等の見解の引用も含めて、具体的、かつ、明確に記載してください。

9 「⑩ 関係する法令条項等」

Ωの見解となることの理由に関係する法令及び法令解釈通達等の条項等を記載してく

ださい。

10「Ω添付書類」

照会の趣旨及びその理由等の照会事項を説明するに当たり、関係する必要な資料を添付

し、その資料の名称を( )内 に簡単に記載してください。

11 (省略)
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別紙 2

形式審査表 (同業者団体等用)
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[形式審査表 (同業者団体等用)の記載要領 ]

1～ 3 (省 略 )

4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載されているかどうか
を確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で囲む。

(1)「 7」欄……個別取引等に係る事前照会に対する文書回答等、別途事務運営指針等によ

り、別途処理手続が定められているものではないこと。

(2)「 8」欄……照会者の構成事業者等が行う取引等に係る照会であること。

(3)「 9」欄……特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に共通

する取引等で、当該業種・業態の多数の納税者から照会されることが予想されるもの

であること。

④ 「10」欄……調査等の手続、徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免許に関
係する照会でないこと。

(5)「里」欄……取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去の公

表された質疑事例等において明らかになつているものに係る照会でないこと。

{6)「望」欄……事実関係の認定が伴うものでないこと。

(7)「旦」欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ～ 卜 (省略)

5・ 6 (省 略 )

[形式審査表 (同棠者団体等用)の記載要領]

1～ 3 (省 略 )

4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載されているかどうか
を確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかをOで囲む。

{1}「 8」欄……個別取引等に係る事前照会に対する文書回答等、別途事務運営指針等によ

り、別途処理手続が定められているものではないこと。

(2)「 9」欄……照会者の構成事業者等が行 う取引等に係る照会であること。

(3)「 10」欄……特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に共通

する取引等で、当該業種・業態の多数の納税者から照会されることが予想されるもの

であること。

(4)「 11」欄……調査等の手続、徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免許に関

係する照会でないこと。

(5)「 12」欄……取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去の公

表された質疑事例等において明らかになっているものに係る照会でないこと。

{6}「旦」欄……事実関係の認定が伴 うものでないこと。

(7)「 14」欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ～ 卜 (省略)

5・ 6 (省 略 )

10
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別紙4(同業者団体専用)

(文 書 番 1))

蝕 !年 月 日

〒ロロロー□□ロロ

(所在地)

(名称)

_________________」 整
____日税局

書理饉■_0

について

(令 付照会|〔 対する111答 )

(文案の例示)

標題のことについては、菫照会に係る事実関係を前提とする限り、費見のとおりで差し支えありま

せん。

ただし、次のことを申し添えます。

{1)こ の文書回谷は、塑照会に係る3実関係を構推とした一般的な回答ですので、個々の納税者

が行う具体的な取引等に適用する場合においては、この回答内容と異なる際機関係が生ずるこ

とがあり■■■

0 この回答内容は   国税局としての見解であり、照会普の構成事業密等の申告内容等を拘束
するものではありません。

別紙4(同業者団体等用)

(文 書 置 ,)

11ょ 年 月 n

〒r3鋼□―ロロo口
(所在地)

(名称)

__________________盤
_国 税局

審

について

吐 付照、会に対する回然)

(文案の例示)

標題のこと:こついては、ご照会に係る事実関係を前提とする限り、貴見のとおりで難し支えありま

せん。

ただし、次のことを申し添えます。

(1)この文書回答は、三諄会に係る帯実関係を前提とした一般的な国答ですので、個 の々納税者が

行う具体的な取引等に適用する場合においては、この回答内容と異なる繰機関係が生することが

あります。

12}こ の回答内容は   国税局としての見解であり、照会者の構成事業者等の申告内容等を拘束
するものではありません。

11
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別紙 5(同業者団体等用)

(文 書 番 ■)

飽 年 月 日

〒ロロローロロロロ

(所在地)

(名 株)

_凹 機局

審珊藤奨        ⑪

について

(■  . . 付照会に対する日答)

(文案の例示)

標題のことについては、下記の理由から、費見のとおり取り扱われるとは限りません。

なお、この回答内容:よ   国税局としての見解であり、照会者の構成事業者等の中告内容等を拘

束するものではないことを1,し添えます。

記

(理 [11)

別紙5(同業者団体等用)

`文

  書  番

上菫  年
サ )

,1    11

〒口□ロー□回回回

(所在地)

___Л

“

局

密懇 ■_③

|■ついて

(エ 付照会に対する国答)

(文案の例示)

標題のことについては、 ド記の理由から、貴見のとおり取り扱われるとは限りません。

なお、この回答内容は   国税局としての見解であり、策会者の構成事業者等の申告内容等を拘

束するものではないことを中し添えます。

記

(理 由 )

12

(名称)

____________________」 壁
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別紙 6(同業者団体等用)

(κ 審 番 サ)

全壺  `:1  ':  ロ

〒口0[]―ロロロロ
(所在地)

(名称)

______…………………………………」壁
_日 餞腱

審瑠際員_________0

文書同 答を行 わない 旨 ′′お知 らせ (順 知 )

(文案の例示)

同業者蘭体等からの照会に対する文書回答は、照会者に文書回答を行うとともに、その内容を公表

することにより、同様の業種・業態に共通する取引等を行う他の多数の納税者に対しても国税に関す

る法金の適用等について予測可能性を与えるものとして、 一定の要件に腋 'I:じ 、かつ.回答を行うこ
とが遭切と認められる照会を対象として行うこととしています。

しかしながら、全:壺  年  月  日に収受しました照会内容は、下記の回由から、文書回黎を
行 いませ んので、お知 らせ します .

記

(理口1)

別紙 6く同業者団体専用)

(文 書 番 り)

■重  年  ′1  "

〒□ロローロ0ロロ
(所在地)

(名称 )

段

___コ曜局

●理餞長_______●

文書回答を行わない旨のお知らせ (誦知)

(文案の 例碁 )

日業者団体等からの熙会に対する文書回答は、照会者に文書回答を行うとともに、その内容を公表

することにより、同様の棄饉・業態に,t通する取引等を行う他の多数の納税者:=対 して 、ヽ自税に関す

る法令の適用笞について予測可能性を与えるものとして、一―定の要件に該当し、かつ、回答を行うこ

とが進切と燃められる照会を対象として行うこととしています
=

しかしながら、ェ成  年  月  日に収受しました照会内容は、下記の理中から、文警国絡を
行いませんので、お知らせします.

記

(lH_11,)

13



(決裁参考)

文書回答手続 (同業者団体)の事務運営指針の―部改正について

1 文書回答手続の概要
同業者団体等からの照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、

税法の適用等に関する同業者団体等からの事実認定を要 しない一般的な照会につ

いて文書により回答を行うとともに、その内容を公表することにより、同様の取引

等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与える

ことを目的として実施している。

2 改正点
照会者等の事務負担の軽減及び行政事務の効率化を図る観点から、照会文書への

押印を不要とするなど、平成 16年 2月 17日 付課審 1-3ほか 8課共同「同業者団
体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)に

定める様式等を改正する。

3 適用時期
令和 2年 10月 26日 以後に受け付けるものから適用する。



決裁・供覧

件

名

文書番号

課 審 1-16

伺

い
文

同業者団体等からの照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、税法の適用等

に関する同業者団体等からの事実認定を要 しない一般的な照会について文書により回答を行うとと

もに、その内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適

用等について予測可能性を与えることを目的として実施 している。

別紙3参照

起

案

起案日 令和03年06月 17日 受付日

部署

国税庁  課税部 課税総括
課審理室  審理総括係

決

裁

決裁処理期限日

決裁日 令和03年 06月 21日

施

行

施行処理期限日

起案者 父母石 英毅 施行日 令和03年06月 21日

連絡先 施行先

分

類

名

称

大分類 公文書管理 (そ の他 )

中分類 訓令及び通達の立案の検討

その他の重要な経緯 施行者

名称 (小分類 ) 【令和 3年 】 【審総】事務
運営指針及び事務運営指針

関係書類

取扱上の注意

取
扱

区
分

秘密区分

秘密期間終了日 格
付
け

機密性格付け

指定事由 取扱制限

保

存

行政文書保存期間 10年

令和13年 12月 31日保存期間満了時期

決

裁

・
供

覧

欄

里語庁純孝贅聖長誘税鵠覇課審
理室

国税庁 課税部
重藤 哲郎 (部長 【庁】)【 済】

国税庁 課税部 課税総括課 総務係
松山 栄里子 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

詈奨庁英喬贅昌税巽警讐増詳言讐室DT理第
一係

国税庁 長官官房 総務課 審査企画係
二見 智子 (係長 【庁】)【 済】

国税庁 長官官房 総務課 審査企画係
黒井 悠貴 (事務官 【庁】) 【済】
別紙1参照

備

考

欄

1/4

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」

の一部改正について (事務運営指針)
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決
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・
供
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欄

（
別

紙

）

国税庁 長官官房 総務課 審査企画係
津田 優希子 (事務官 【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
古川 勇人 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
沼田 千明 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課 総務係
原田 健史 (係長 (国税調査官)【庁】) 【後閲】 【済】

庁
敦
税国
郷
課税部 酒税課
課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 酒税課
山里 崇 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 酒税課 総務係
川村 賢史 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室
福田 あづさ (室長) 【後閲】 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室
竹中 茉莉子 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税軽減税率制度対応室 総括係
原岡 昌幸 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室
松山 清人 (室長) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室
濱田 正義 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室 消費税第一係
鴫原 憲司 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産評価企画官
渡邊 秀雄 (資産評価企画官) 【済】

国税庁 課税部 資産評価企画官
北川 了浩 (資産評価企画官補佐) 【済】

庁税
上
国
井

課税部 資産評
哲裕 (係長 (国税

官
＞
画
官
企
査
価
実

評価係
庁】)【 済】

国税庁 課税部 法人課税課
田島 伸二 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 法人課税課
田畑 仁 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 法人課税課 総務係
川合 敬― (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課
西野 享太郎 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課
尾張 佳也 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課 総務係
園田 裕亮 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

2/4
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庁税
良
国
上

課税部 個人課税課
睦彦 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課税課
松井 めぐみ (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁
佐ノ木

国税庁 課税部 課税総括課
小平 忠久 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
岩佐 由加里 (企画調整官) 【済】

庁税
井
国
酒

課税部 課税総括課
秀行 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課 調整係
福井 健広 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
関野 和宏 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
山中 英司 (企画専門官 【庁】) 【済】
庁税
尾
国
塚

課税部 課税総括課審理室
敦嗣 (課長補佐 【庁】) 【後閲】 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
池内 学 (企画専門官 【庁】) 【済】
庁税
木
国
鈴

課税部 課税総括課審理室
憲太郎 (企画専門官 【庁】) 【済】

国税庁
石井 孝

税
係
課
＜
部 課税総括課審理室 審理第五係
長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁
賢
税国
林

課税部 課税総括課審理室 審理第四係
輔 (係長 (国税実査官)【庁】) 【後閲】

国税庁
安部 幸

課税部 課税総括課審理室
紀 【後閲】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第二係
二摩 真矢 (係長 (国税実査官)【庁】) 【後閲】

庁税
村
国
徳

課税部 課税総括課審理室 審理第一係
典明 (係長 (国税実査官)【庁】) 【後閲】

3/4

課税部 個人課税課 総務係
隼人 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】
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今回、この文書回答手続について、納税者利便の一層の向上の観点から、所要の整備を行い、現
行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。
(注 )「『事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について』の一部改正について (事務運営
指針)」 については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定している。

4/4



課 審 1-●

課 総 2-●

課 個 1-●

課 資 ¬ 一 ●

課 法 1-●

課 酒 ¬ 一 ●

課 評 1-●

課 消 1-●

課 軽 1-●

査 調 1-●

令和3年 6月 ●日

殿

国 税 庁 長 官

(官印省略)

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理

手続等について」の一部改正について (事務運営指針 )

標題のことについては、平成 16年 2月 17日 付課審 1-3ほか 8課共同「同業者団体等からの
照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改

正したから、令和 3年 7月 1日 以後に受け付ける照会に対する文書回答手続等については、こ

れにより適切に実施されたい。

(趣旨)

同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について、納税者利便の一層の

向上の観点から、所要の整備を行うものである。

記

別紙 「新旧対照表」の 「改正前」欄に掲げる部分を 「改正後」欄のように改める。

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長



(別紙 )
新 旧 対 照 表

(注)ア ンダーラインを付した部分は、改正部分である。
改 正 後 改 正 月Il

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)

1 文書回答の対象となる照会の範囲
同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件
の全てを満たすものであって、平成14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共
同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指

針)によらず、本手続によリー般的に回答を行うことが、多数の納税者の
国税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適切

と認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文書

により行うこととする。

ただし、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手

続が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留

意する。

(注)1・ 2(省略)

(1)同業者団体等の構成事業者等が行 う取引等に係る国税に関する法令
(法令の改正過程にあるものを除く。)の解釈・適用その他の税務上の
取扱いに関する照会であること

(注)同業者団体等が自ら行う取引等に係るものについては、平成14年
6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の
事務処理手続等について」 (事務運営指針)により処理する。

(2)～ (7)(省略)

(8)以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものであ
ること

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの_1当[
該塗全笠|こ上り大定される昼き皇璽墾基盤量萱と0上の≧全LQ L
(省略 )口 ～ ニ

同業者団体等からの照会に対する文書回答の

事務処理手続等について (事務運営指針)

(1)同業者団体等の構成事業者等が行う取引等に係る国税に関する法令の

解釈・適用その他の税務上の取扱いに関する照会であること

(注)同 業者団体等が自ら行 う取引等に係るものについては、平成 14年
6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の
事務処理手続等について」 (事務運営指針)に より処理する。

(2)～ (7)(同左 )

(8)以上のほか、照会の内容が次に掲げるような性質を有しないものであ
ること

イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの

口～二 (同左 )

1 文書回答の対象となる照会の範囲
同業者団体等からの事実認定を要しない一般的な照会のうち、次の要件

の全てを満たすものであって、平成 14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共
同「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指

針)によらず、本手続によリー般的に回答を行 うことが、多数の納税者の
国税に関する法令の適用等についての予測可能性の向上等の観点から適切

と認められるものについては、同業者団体等の求める見解への回答を文書

により行 うこととする。

ただし、それぞれの趣旨 。目的に基づいて別途事務運営指針等により手

続が定められているものについては、当該事務運営指針等によることに留

意する。

(注)1・ 2 (同 左 )



改 正 改 日ll

二削塗L
(削除)

杢 一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
へ 上記イからホまでに掲げるもののほか、回答 内容 カヽ 歪曲 して 宣伝さ
れる菫乙とがあるなど=本手続による文書回答が適切でないと認め
られるもの

二皿除と

2～ 6(省略 )

ホ
一
へ
一卜
一チ
一

遅:蔓
`2種
理痙」上⊥

`≦
Lは:至全■と壼塑二とと4る二壺2

税の軽減生主要な目的とするもの

一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

上記イから_卜 までに掲げるもののほか、本手続による文書回答が適

切でないと認められるもの

二堕こと

① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法

令の適用等についての予測可能性を与えるとよ主,左来の」的:こ厘立
登形歪型週室墨盗主二五ど上五,全
② 照会の前提となる国税に関する 以外の法令等により決定 され

るべき皇項が丞1笙塗である場合

③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回笙が困難

であ_る以合

2～ 6(同左 )

０
る

後 正
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改 正 後 改 正 月lサ

別紙 2

[形式審査表 (同業者団体等用)の記載要領 ]

1～ 3 (省 略)
4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載さ
れているかどうかを確認した結果、「適」又は「不適」のいずれかを○で |

(7)「 13」 欄……次のような性質を有するものでないこと。       |
イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの当

|

該法令等により 定されるべき事項が未解決であるものを含む。 )

口・ハ  (省略)
二凱塗と

二型塗と

二 一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
ホ 上記のほか、回答内容が歪曲して宣伝されるおそれがあるなど、本 手
続による回答が適切でないと認められるもの

」凱塗と

5・ 6 (省 略)

別 紙 2

[形式審査表 (同業者団体等用)の記載要領]

1～ 3 (同 左 )
4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載さ
れているかどうかを確認した結果、 「適」又は 「不適」のいずれかを○で

囲む。

(1)～ (6)(同左 )

(7)「 13」 欄……次のような性質を有するものでないこと。
イ 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの

ロ

ニ

ホ
一
全

卜
一

・ハ  (同左 )
通常の経済取引としては不合理 と認められるもの

税の軽減を主要な目的 とするもの

一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

上記のほか、本手続による回答が適切でないと認められるもの

(例示 )

① 文書回答が、税法の適用等ヤこついての予測可能性を与えるとい う

本来の目的に反する形で利用されるおそれがある場合

② 他の法令等により決定されるベ 前提 となる事項が未解決である

場合

Ω 法令の改正過程にある問題であり 現 状 |こ 161す る回答が困難であ

5。 6

る盪全

(同左)

４

，



(決裁参考 )

文書回答手続 (同業者団体)の事務運営指針の一部改正について

1 文書回答手続の概要
同業者団体等からの照会に対する文書回答手続は、納税者サービスの一環として、

税法の適用等に関する同業者団体等からの事実認定を要 しない―般的な照会につ

いて文書により回答を行うとともに、その内容を公表することにより、同様の取引

等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与える

ことを目的として実施している。

2 改正点
文書回答の対象となる同業者団体等からの照会の範囲については、照会内容を公

表することにより納税者の予測可能性を向上させるという文書回答手続の趣旨や

濫用防止の観点から、複数の要件が定められている。

この要件については、①項目が多く、類似するものがある、②抽象的な表現もあ

り、文書回答の対象になるかどうかの判断が難しい、といった意見が寄せられてい

たところ。

このような意見を踏まえ、今般、この要件のうち、類似する要件を統合するとも

に、「税の軽減を主要な目的とするもの」のように、照会の段階において確定的に

判断が困難な要件を削除するなど、要件の整理・合理化を行うこととしたい。

3 適用時期
令和 3年 7月 1日 以後に受け付けるものから適用する。



決裁・供覧

件

名

令和 5年度機構改正による沖縄国税事務所への審理官設置に伴う関係事務

運営指針の一部改正について (事務運営指針)

文書番号

課 審 1-23

伺

い
文

令和 5年度機構改正 による沖縄国税事務所への審理官設置等に伴い、関係事務運営指針について

所要の整備を行うため、別案 1か ら別案 4に より関係事務運営指針の一部を改正し、各国税局長及
び沖縄国税事務所長宛に発遣してよろしいか伺います。

起

案

起案日 令和05年06月 19日 受付日

部署

国税庁 課税部 課税総括
課審理室  審理総括係

決

載 決裁日 令和05年 06月 28日

施

一
Ｔ

施行処理期限日

起案者 平岩 彩 施行日 令和05年06月 30日

連絡先 ■■ 施行先 各国税局長及び沖縄国税事務

所長

分

類

名

称

大分類 公文書管理 (そ の他 )

中分類 訓令及び通達の立案の検討

その他の重要な経緯 施行者 国税庁長官

名称 (小分類) 【令和 5年 】 【審総】事務
運営指針及び事務運営指針

関係書類

取
扱
区

分

秘密区分

秘密期間終了日 格

付
け

機密性格付け

指定事由 取扱制限

保

存

行政文書保存期間 10年

令和15年 12月 31日保存期間満了時期

決

裁

・
供

覧

欄

国税庁
星屋 和彦 (次長) 【済】

是弊
庁健層冨厚震【合露誘 鶴身係

早警庁彩識潔理(蓄親羹響馨声琴弄】声理鶴覇係

異酵
庁侑長長墓唇1室鴛曹課【後閲】

国税庁 長官官房 総務課 総務第一係
小演 考雄 (係長 【庁】)【 済】

国税庁 長官官房 総務課
久田 訓寛 (課長補佐 【庁】) 【済】
別紙1参照

備
考

欄

1/5

決裁処理期限日

取扱上の注意
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房
長
官
係
官
＜
長
紀美

庁税
木
国
大

総務課
庁】 )

審査企画係
【済】

国税庁 長官官房 総務課 審査企画係
松元 奈々子 (主任 【庁】) 【済】

国税庁 長官官房 総務課 審査企画係
友部 瑠莉那 (事務官 【庁】) 【済】
庁税
山
国
松

調査査察部 調査課
清人 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
比田勝 隆博 (国際調査管理官) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
尾張 佳也 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 調査査察部 調査課
宮本 温大 (課長補佐 【庁】) 【済】

庁税
本
国
島

調査査察部 調査課
豊暢 (主査 (国税調査官)【庁】 ) 【,斉】

国税庁
柳井谷

調査査察部 調査課 総務係
忍 (係長 (国税調査官)【庁】) 【湾斉】

国税庁 調査査察部 調査課 国際監理係
原田 健史 (係長 (国税調査官)【庁】) 【済】

庁税
山
国
中

調査査察部 調査課 審理第一係
尚宏 (係長 (国税調査官)【庁】) 【済】

国税庁 長官官房 国際業務課
田畑 健隆 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 長官官房 国際業務課
片岡 絵里 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 長官官房 国際業務課
吉平 菜採 (係長 【庁】) 【済】

国税庁 長官官房 総務課
吉岡 雅史 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 長官官房 総務課 調査第一係
秋葉 慎― (係長 【庁】) 【済】

国税庁 長官官房 総務課 調査第二係
秀雄 (係長 【庁】) 【済】野

国税庁
村上 晴

長官官房 総務課 調査第二係
香 (主任 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室
上竹 良彦 (室長) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室
竹中 茉莉子 (課長補佐 【庁】) 【済】

庁税
場
国
吉

課税部 課税総括課消費税室
英雄 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課消費税室
村林 由佳子 (係長 (国税実査官)【庁

税費

＞

消
ｌ
第一係
【済】

2/′ 5
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庁税
山
国
高

課税部 課税総
克哉 (係長 (国税

室
庁
税
Ｉ
費
＞
消
官
課
査
括
実

諸税第二係
) 【済】

国税庁 課税部 資産評価企画官
中島 格志 (資産評価企画官) 【済】

庁
沢
税
野
国
宇

課税部 資産評価企画官
貴司 (資産評価企画官補佐) 【済】

国税庁 課税部 資産評価企画官
松田 貴司 (資産評価企画官補佐 ) 【

"斉

】

審理係
【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産評価企画官
井上 哲裕 (係長 (国税実査官 )

庁

田

税
保
国
久

課税部 資産評価企
裕己 (係長 (国税実

官
官
　
官

画
査
　
画

係
ｌ
価
庁
評
Ｉ )【済】

国税庁
落合

課税部 資産評価企 評価係
【済】

庁税
崎
国
江

彩友里 (国税実査官 【庁】 )

課税部 法人課税課
純子 (課長 【庁】) 【済】

税庁
藤
課税部 法人課税課
保人 (課長補佐 【庁】) 【済】

税
尾
　
税
上

国
松
　
国
古

庁 課税部 法人課税課
公二 (課長補佐 【庁】) 【済】

庁 課税部 法人課税課 総務係
晋吾 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 法人課税課 審理第一係
中堀 弘樹 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課
加藤 千博 (課長 【庁】) 【済】

国税
林
庁 課税部 資産課税課
ひとみ (課長補佐 【庁】) 【済】

庁税
村
国
高

課税部 資産課税課
悠美子 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課税課
十見 和真 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 資産課
淳― (係長 (国税

課
査
税
実
総務係
官)【庁】) 【済】場

国税庁 課税部 資産課税課 監理第二係
福田 進矢 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課税課
山縣 哲也 (課長 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課税課
沼田 千明 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 個人課
中島 聖 (係長 (国税実

課
官
税
査
総務係
)【庁】)

国税庁 課税部 課税総括課
山崎 博之 (課長 【庁】) 【済】

【済】

3/′ 5
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紙
）

税
脇
国
門
庁 課税部 課税総括課
瞬有 (国際課税企画官) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
下野 哲史 (課税企画官) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
出口 達也 (企画調整官) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課
越智 康博 (課長補佐 【庁】) 【後閲】

国税庁 課税部 課税総括課
長内 泰祐 (課長補佐 【庁】) 【済】

庁税
瀬
国
成

課税部 課税総括課
洋平 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課 調査第二係
山口 達矢 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁
田
翻
π
士
心

国
鴨

課税部 課税総括課 税務手続係
光佑 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課 調整係
金子 順― (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

庁税
崎
国
山

課税部 課税総括課審理室
諭司 (主任訟務専門官) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
鎌田 絢子 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
馬渕 大樹 (課長補佐 【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室
池内 学 (課長補佐 【庁】) 【済】

庁税
崎
国
山
課税部 課税総括課審理室
栄二 (企画専門官 【庁】) 【済】

国税庁
大川原

課税部 課税総括課審理室 争訟支援係
順― (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第五係
外池 晃平 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁
小笠原

課税部 課税総括課審理室 審理第二係
大輔 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

国税庁 課税部 課税総括課審理室 審理第一係
玉城 司 (係長 (国税実査官)【庁】) 【済】

4/5



別紙2

件
名

（
別
紙
〉

文
書
番
号

（
別
紙
）

課審1-24/課 審1-25/課 審1-26

共
同
起
案
欄

（
別
紙
）

国税庁 課税部 課税総括課 調整係
向峠 綾
課総2-41/課総2-42/課総2-43

部税
香
課
友真
５８

庁
　
１．

税
塚
個

国
平
課

個人課税課 総務係

国税庁 課税部 法人課税課 審理第一係
小林 哲
課法2-11/課法2-13

部税
里
課
友彩
３５

庁
　
ト

税
合
評

国
落
課

資産評価企画官 評価係

晴
２８

庁
　
４．

税
上
総

国
村
官

長官官房 総務課 調査第二係
香

税
平
際

国
吉
官

庁 長官官房 国際業務課
菜採
1-103

国税庁 調査査察部 調査課 総務係
進藤 幸路
査調1-70/査調8-25

税
野
消

国
澤
課

庁 課税部 課税総括課消費税室 諸税第二係
史幸
5-23

国税庁 課税部 資産課税課 監理第二係
福田 進矢
課資7-37

5/5



別案 2

課 審 1-●
課 総 2-●
令和 5年 6月 ●日

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
殿

国 税 庁 長 官

(官 印 省 略)

「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針 )

標題のことについては、平成 16年 2月 17日付課審 1-3ほか8課共同「同業者団体等からの照会に

対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改正したから、令

和 5年 7月 10日 以降はこれによられたい。

(趣旨)

令和 5年度機構改正による沖縄国税事務所への審理官設置等に伴い、所要の整備を行うものである。

別紙「新旧対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。

記



別紙

新 旧 対 照 表

(注)下線を付した箇所が改正部分である。

改   正   後 改   正   前

同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について

(事務運営指針)

1 (略 )

ただし、次に掲げる照会は、それぞれ次に定める国税庁 (以下「庁」

という。)又は局の部署において受け付ける。
イ～ハ  (略 )

(2)局における審査事務の体制
局の部署で受け付けた照会は、局の審理課で審査を担当するが、

この場合、局の課税総括課 (資料総括課を 己 む 、個人課税課、

資産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び調査管理課

(関東信越、東京、名古屋及び大阪国税局にあっては調査審理課、

沖縄国税事務所にあっては調査課をい う。以下同じ。)(以 下 「局
関係主務課等」という。)と 必要に応 じて協議を行 うこととする。
ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行 う。

(3)～(4) (略 )

3・ 4 (略 )

同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について

(事務運営指針 )

1 (同 左 )

2 事務処理体制の概要
照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次のとお

りとする。

(1)照会文書の受付窓口

照会は、原則として、照会者の主たる事務所の所在地の所轄国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の審理課 (審理課が設置され
ていない局にあっては審理官、沖縄国税事務 にあつては課税総括課を

いう。以下同じ。)において受け付ける。
ただし、次に掲げる照会は、それぞれ次に定める国税庁

いう。)又は局の部署において受け付ける。
イ～ハ  (同左)

(以下「庁」と

(2)局における審査事務の体制
局の部署で受け付けた照会は、局の審理課で審査を担当するが、

この場合、局の議型垂邊堕猟 個人課税課、資産課税課、資産評価

官、法人課税課、消費税課及び調査管理課 (関東信越、東京、名古

屋及び大阪国税局にあっては調査審理課、沖縄国税事務所にあって

は調査課をいう。以下同じ。)(以下「局関係主務課等」とい
う。)と必要に応 じて協議を行 うこととする。
ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)～四  (同左)

3・ 4 (同 左 )

2 事務処理体制の概要
照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次のとお

りとする。

(1)照会文書の受付窓口

照会は、原則として、照会者の主たる事務所の所在地の所轄国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の審理課 (審理課が設置され

ていない局にあっては豊理官をいう。以下同じ。)において受け付ける。



改   正   後 改   正   前
5 回答及び公表
(1)回答
実質審査を了した場合には、庁関係主務課等又は局関係主務課等にあ

らかじめ処理案を回付し、必要に応じ協議した上で、庁関係主務課等又

は局関係主務課等との合議により決裁を了した後、その審査結果に応じ

て、それぞれイ又は口により処理する。

なお、文書回答は、庁において受け付けた照会及び局から庁へ進達の

あった照会については、庁の審理室長名又は酒税課長名 (事案の内容に

応じて庁の課税部長名)、 それ以外のものについては、局の審理課長名 (審

理課が設置されていない局にあっては豊,里自色)又は酒税課長名 (沖縄
国税事務所にあっては、間税課長名)で行うこととする。

(後略 )

(2) (略 )

6 (略 )

別紙 ¬・ 2 (略 )

5 回答及び公表
(1)回答
実質審査を了した場合には、庁関係主務課等又は局関係主務課等にあ

らかじめ処理案を回付し、必要に応じ協議した上で、庁関係主務課等又

は局関係主務課等との合議により決裁を了した後、その審査結果に応じ

て、それぞれイ又は口により処理する。

なお、文書回答は、庁において受け付けた照会及び局から庁へ進達の

あった照会については、庁の審理室長名又は酒税課長名 (事案の内容に

応じて庁の課税部長名)、 それ以外のものについては、局の審理課長名 (審

理課が設置されていない局にあっては審理官名、沖縄国税事務所にあっ

二塁聾螂雖邊製壁裂υ 又は酒税課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間
税課長名)で行 うこととする。
(同左 )

(2)(同左 )

6 (同 左 )

別紙 1・ 2 (同 左)

，

¨



∞

事案番号 税 目 □申告所得税 □源泉所得税 □豪波・山林所得 □1●続,・ 贈与税 □法人税 □消費税・間接諸税 口活税 □その他 ( )

局担当者 (関係課) 局   課 課 課

照会者

(照会者名)

(役 職 等 )

(代 理 人 )

照会年月日 年 月 日

審査開始日 年 月 日

処理年月 日 年 月 日

照会事項

【照会要旨l

【回答要旨l

処理態様 □文書回答 □非文書回答 (口頭回答 :□有・□無) 非文書回答の理由 (事務連普指針の基準に該当しなかった項目を記載)

別紙 3

文書回答等を行う照会の事績整理票 (同業者団体等用)
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改   正   後 改   正   前
別紙 3付表～別紙 6 (略 ) 別紙 3付表～別紙 6 (同 左 )


